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平成30年６月20日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成30年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

○議案第２号 平成30年度宮崎県国民健康保険

特別会計補正予算（第１号）

○議案第５号 宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例

○議案第８号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第９号 病院等の人員及び施設の基準等

に関する条例の一部を改正する

条例

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・平成29年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

・平成29年度宮崎県立病院事業会計予算繰越計

算書（別紙７）

・平成29年度宮崎県立病院事業会計弾力条項適

用報告書（別紙８）

○請願第22号 子どもの医療費助成制度の拡充

を求める請願

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・手話言語等条例（仮称）の制定について

・青少年自然の家の指定管理者の第四期指定に

ついて

・宮崎県障がい者計画の策定について

・宮崎県発達障がい者支援計画の策定について

・宮崎県新型インフルエンザ等対策行動計画の

変更について

・第４次ＤＶ対策宮崎県基本計画の策定につい

て

・国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭開催

準備の進捗状況について

出席委員（７人）

委 員 長 太 田 清 海

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 岩 切 達 哉

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

病 院 局 医 監 兼
菊 池 郁 夫

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
小 田 光 男

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 川 原 光 男

県立日南病院長 峯 一 彦

県立日南病院事務局長 外 山 景 一

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 田 中 浩 輔

病 院 局
後 藤 和 生

県立病院整備対策監

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 川 野 美奈子

福祉保健部次長
川 添 哲 郎

平成30年６月20日(水)



- 2 -

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健・医療担当）

こども政策局長 長 倉 芳 照

部参事兼福祉保健課長 横 山 幸 子

指導監査・援護課長 池 田 秀 徳

医 療 薬 務 課 長 久 保 昌 広

薬 務 対 策 室 長 山 下 明 洋

国民健康保険課長 長谷川 新

長 寿 介 護 課 長 内 野 浩一朗

医 療 ・ 介 護
山 下 弘

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 矢 野 慶 子

部参事兼衛生管理課長 樋 口 祐 次

健 康 増 進 課 長 矢 野 好 輝

感染症対策室長 永 野 秀 子

こども政策課長 髙 畑 道 春

こども家庭課長 橋 本 文 人

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議事課主任主事 渡 邊 大 介

○太田委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付しました日程案のとおりでよろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時２分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました議案等

について、概要説明を求めます。

○桑山病院局長 おはようございます。病院局

でございます。よろしくお願いいたします。

今回、病院局では、議案を１件、報告事項を

２件の計３件をお願いしております。

まず議案でございます。お手元の平成30年６

月定例県議会提出議案をごらんください。13ペ

ージになりますけれども、議案第５号「宮崎県

立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正

する条例」でございます。

これは、ことし３月の厚生労働省令の改正に

よりまして、県立延岡病院の初診加算料及び再

診加算料につきまして、厚生労働大臣の定める

額以上を徴収することが義務づけられたことに

伴いまして、条例で定める額を引き上げるもの

でございます。

続きまして報告事項を２件報告させていただ

きます。

お手元の平成30年６月定例県議会提出報告書

をごらんいただきたいと思います。

表紙をめくっていただきまして目次がござい

ますが、この中の一番下の二つでございます。

別紙７「平成29年度宮崎県立病院事業会計予算

繰越計算書」、それから次の「平成29年度宮崎県

立病院事業会計弾力条項適用報告書」でござい

ます。

ページで申し上げますと、それぞれ23、25ペ

ージになりますが、まず23ページの繰越計算書

のほうは、平成29年度に予算計上しました経費

のうち、今年度に繰り越したものにつきまして、

地方公営企業法第26条第３項の規定により報告

をするものでございます。

また、25ページの別紙８でございますが、こ

平成30年６月20日(水)
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の報告は業務量の増加によりまして、当初予算

に定めた材料費が不足する見込みとなりました

ことから、この費用につきまして、地方公営企

業法第24条第３項の規定に基づきまして、増加

した収入をもって必要な経費に使用したことを

報告するものでございます。

詳細につきましては、次長のほうから御説明

申し上げますので、よろしく御審議いただくよ

うお願いいたします。私からは以上でございま

す。

○太田委員長 局長の概要説明が終了いたしま

した。

次に議案に関する説明を求めます。なお、委

員の質疑は、執行部の説明が全て終了した後に

お願いをいたします。

○小田病院局次長 それでは、まず議案第５号、

宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部

を改正する条例について御説明いたします。

常任委員会資料の１ページをお開きください。

まず、改正理由といたしましては、１の理由に

ありますように、本年３月に行われました厚生

労働省令の改正によりまして、県立延岡病院の

初診加算料、再診加算料につきまして、一定額

以上を徴収するよう義務づけられたことにより、

条例で定める上限額を引き上げるものでありま

す。

初診加算料、再診加算料は、病床数200以上の

病院が徴収することができる加算料で、法令に

定める選定療養、いわゆる自由診療といわれる

もので、これまで地域の実情等を踏まえ定めた

額を徴収しておりました。

今回の改正によりまして、米印の最初でござ

いますけれども、病床数400以上の地域医療支援

病院─地域医療支援病院というのは、米印の

２つ目に書いてございますが、患者に身近な地

域で医療が提供されるよう、かかりつけ医を支

援する能力を有する病院ということでございま

して、この地域医療支援病院に初診加算料5,000

円以上、それから再診加算料2,500円以上の徴収

が義務づけられ、県立病院のうち地域医療支援

病院である県立延岡病院がこの条件に合致しま

すことから、上限額の改正を行うこととなりま

した。

次に、２の内容であります。厚生労働省令で

義務づけられました額を上限額として定めるこ

とといたしまして、初診加算料をこれまで

の2,700円から5,000円に、再診加算料を2,500円

として新たに設定することとしております。

次に３の施行期日であります。厚生労働省令

による経過措置にて、本年９月30日まで徴収が

猶予されておりますことから、県民への周知期

間を十分とるため、本年10月１日からの施行と

しております。

次に４の各病院における初診加算料・再診加

算料についてであります。

今回の条例の改正に合わせまして、宮崎病院、

日南病院につきましても、地域の実情等を踏ま

えまして、宮崎病院の初診加算料を3,000円、日

南病院の初診加算料を2,500円とする改正を検討

しております。

なお、各病院ごとの具体的な料金につきまし

ては、県立病院料金等規程により定めることと

なりますが、宮崎病院及び日南病院では、再診

加算料については引き続き徴収しないこととし

ております。

議案の説明は以上でございます。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○岩切委員 条例の一部改正について、御質問

させていただきます。
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以前、非紹介患者初診加算料という表現であっ

たのが、非紹介というのがなくなったのは、緊

急等で来られる方とはイメージが違うからとい

うような理由なのか、それとも厚生労働省令に

よるものなのかを教えてください。

○小田病院局次長 この今回の条例案のほうで、

規定の内容から見ますと、あえて非紹介初診加

算料という定義をしなくても読み込める内容で

ございましたので、今回初診加算料という定義

としたところでございまして、内容的には以前

と変わってはいないところでございます。

○岩切委員 非紹介というのがつかないように

なったのは、県の判断という理解でよろしいで

すか。

○小田病院局次長 条例案を検討します際に、

総務部の法令担当とも協議をいたしまして、こ

ういう表現とさせていただいたところでござい

ます。

○岩切委員 地域の患者様、県民がこういった

場合には加算がついてしまうんですよという理

解のために、非紹介というのはあったほうがよ

かったかなとちょっと感じたものですから。い

かにも初診で病院に行くと5,000円なんだという

誤解にならないようにしなければならないなと

思いまして。紹介状をちゃんと持っていかない

と5,000円ですよ、2,500円ですよということで、

非紹介患者というイメージがあったのが、今度

はそれがなくなって、紹介状を持っていっても、

初診加算料が5,000円なのかなという誤解になっ

てしまうと、一々御説明しないといけないなと

思いまして、何か理由があったのかなというふ

うに思いました。

これから、何かしらのもっとわかりやすい文

面で県民に周知が図られると思うんですけれど、

そのときには紹介がない場合とかを特に丁寧に

御説明いただけたらと思います。

それと、救急患者は当然そういう加算の対象

にならないという理解なんですけれど、その他

やむを得ない事情の取り扱いに統一性があるか

どうかという点についてお聞かせください。

○小田病院局次長 今回初診加算料を取らない

患者さんにつきましては、委員のおっしゃると

おり、まず救急自動車で搬送されるような救急

患者さん、それから公費負担医療制度の受給対

象者、ＨＩＶの患者さんということで規定をさ

れておりますので、こういった方々については、

初診加算料は徴収をしないということでござい

ます。

○岩切委員 公費負担云々のところ、もう少し

わかりやすく御説明いただけませんでしょうか。

○小田病院局次長 例えば難病の方々について

は、特定疾患の治療費ということで助成があり

ますので、そういった方々については徴収をし

ないということでございます。

○岩切委員 難病の方が、突然県立病院のほう

でかかりたいと来た場合には取らないと。そう

すると、難病患者さんの場合は、こちらの病院

でかかってたけれど、どうにもうまく診察が進

まないので、突然県立病院に来ることができる

という理解でよろしいでしょうか。それとも、

やっぱりその方は紹介いただいてから来てくだ

さいねというルールのもとで行われていくのか。

○小田病院局次長 その難病の中身にもよるの

かなというふうに思います。やはり難病といい

ますと、高度な医療が必要になる場合もあるで

しょうから、そういった方々については、もし

仮に県立病院で初診をされても、初診加算料は

取らないということになるんだと思います。

それ以外の例えば難病でも地域の医療機関で

診れる場合もあるかなと思いますので、両方あ



- 5 -

平成30年６月20日(水)

るんだろうと思いますが、いずれにしましても、

難病の方で初診で県立病院にかからざるを得な

い方については、初診加算料は取らないという

ことになるんだろうと思っています。

○岩切委員 難病の患者様にとっては、結構な

ことですから。批判的な意味ではないですけれ

ど、ちょっとルールが十分にわかりにくいとこ

ろだったものですから、お尋ねをいたしました。

取り扱いによって例えば自力救急というよう

なケースとか、取る取らないところに差が出な

いようにすることが望ましいかなと考えており

ますので、ぜひよろしくお願いしたいと思いま

す。

○山下委員 ちょっと教えてください。以前、

延岡病院でコンビニ受診が多くなって、大分改

善が進んだということなんですが、一つはこれ

をやることによって、駆け込みで来た場合も、

全て5,000円かかるという理解でいいですか。

○小田病院局次長 基本的には、先ほど申し上

げたような取らない場合以外であれば、徴収を

することにはなるというふうに思っています。

○山下委員 かかりつけ医がいて、県立病院を

紹介するから精密検査をしろとかいう場合に、

例えばかかりつけの病院では、県立病院を紹介

するときに、紹介料とか何かの書類料が要るん

ですか。そこのところをちょっと教えてくださ

い。

○小田病院局次長 最初に地域の医療機関で受

診されて県立病院に紹介しますといったときに

は、そこの初診の医療機関に対しては、診療情

報提供料というのを患者さんは負担をすること

になりますので、そこで紹介状を書くための負

担が患者さんにも発生することにはなるかと思

います。

○山下委員 どれぐらいの紹介料がかかるの。

○小田病院局次長 ３割負担の場合で750円でご

ざいます。

○山下委員 わかりました。それで、10月以降

これをやっていくということなんですが、初診

で来る人たちは減るのか、どんな見通しを持っ

ているの。

○小田病院局次長 やはり私どもがこの初診加

算料の上限額を引き上げさせていただくのは、

地域の医療機関との分化であったり連携であっ

たり、役割分担を進めていくということが主眼

でございますので、私どもの見込みとしては、

初診で県立病院に来られる患者さんは少なくし

ていきたいということで、恐らくその方向にな

るのではないかなと思っております。

具体的にどれぐらいになるのかというのは、

ちょっとわからないところです。

○山下委員 であれば、地域の方にこういう料

金制度が変わるということの周知の徹底と、今

からの時代かかりつけ医をしっかりとつくらな

いといけない。そこ辺も一緒に啓発をしていか

ないといけないのかなという思いで聞きました

けれど。

○小田病院局次長 10月１日の施行まで周知期

間がございますので、そのあたりにつきまして

は、先ほど岩切委員のほうからありました該当

にならない患者さんはこういう患者さんである

とか、あるいはこういう趣旨で今回上限額を引

き上げさせていただくとか、かかりつけ医をま

ずは受診しましょうといったＰＲについては

行ってまいりたいと思っています。

○丸山委員 参考までにお伺いしたいんですが、

今回県立病院ということで、このように出され

ているんですが、病床数が200床以上の病院は民

間でもあると思っているんです。民間の初診の

加算というのは、どれぐらいなのか皆さん把握
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されていれば教えていただきたいなと思ってい

るんですが。

○小田病院局次長 県内の200床以上でかつ地域

医療支援病院の民間病院になりますが、お答え

させていただきますと、江南病院は269床ありま

すが、初診加算料2,160円徴収をされています。

それから、都城市郡医師会病院は224床あります

けれども、3,240円徴収をされています。それか

ら、国立になりますけれども、国立病院機構都

城医療センターは307床ありますけれども、2,700

円徴収されています。それともう一つ地域医療

支援病院ではなくて、特定機能病院ということ

で、宮崎大学附属病院は596床ありますが、5,400

円を徴収されているところでございます。一応

今私が把握している限りではそういうところに

なります。

○丸山委員 今４つほど言われたんですが、宮

大は結構5,400円と高いような気がする。ほかの

ところも今後改定していくという見込みでいい

のか、そうせざるを得ないのかなとも思ってい

るんですが、どうなっていくのか、その辺も含

めて教えていただくとありがたいなと思ってい

ます。

○小田病院局次長 今回の厚生労働省令改正

が400床以上の地域医療支援病院ということに

なってますので、今申し上げた200床以上から400

床未満の病院がどのようにするかは、ちょっと

私ども現時点では把握していないところです。

○外山委員 今の関連ですけれども、この民間

の地域支援病院、初診料を同じように取ってい

るわけです。今おっしゃった民間の病院という

のは、初診で行けばこれがかかるわけ。

○小田病院局次長 今申し上げた地域医療支援

病院につきましては、民間でも基本的にはかか

りつけ医を支援する病院でございますので、や

はりその地域において紹介患者を受け入れてと

いう形にはなっているかなと思っています。具

体的な紹介料がどれぐらいかは、ちょっと今は

把握していないところです。

○太田委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、次に報告事項に関す

る説明を求めます。

○小田病院局次長 それでは、平成29年度宮崎

県立病院事業会計に係る予算の繰り越しについ

て御報告いたします。

資料はお手元の平成30年６月定例県議会提出

報告書の23ページ、青色のインデックスで別紙

７と表示されているところをごらんください。

県立宮崎病院再整備事業に係る予算の繰り越

しであります。

今年度建設する立体駐車場への進入路の整備

に伴いまして、国道10号の照明柱の設置予定箇

所を確定するため、試掘調査を実施しましたと

ころ、地下に高圧ケーブル等の埋設配管が確認

をされまして、試掘箇所の追加が必要となり、29

年度内の業務完了が困難となったことから、予

算の繰り越しを行ったものであります。

平成29年度予算としまして、予算計上額のと

ころにありますように、4,700万円余計上してお

りましたが、そのうち年度内の支払い義務発生

額は、医療機器整備計画策定業務委託等の2,500

万円余でありました。

翌年度の繰越額は、先ほど説明いたしました

照明柱の試掘調査業務に係る540万円となります

が、その財源につきましては、損益勘定留保資

金を充てることとしております。

また、予算計上額から支払い義務発生額と翌

年度繰越額を差し引いた不用額でございますけ

れども、1,600万円余であります。
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なお、繰り越しました試掘調査業務につきま

しては、平成30年５月末に完了しております。

それから同じく報告事項でございます。地方

公営企業法第24条第３項の規定に基づく報告に

ついて御説明いたします。

常任委員会資料に戻っていただきまして、２

ページをお開きください。

１の報告の内容でございますが、平成29年度

における県立病院事業に係る業務量の増加によ

りまして、当初予算に定めた材料費が不足する

見込みとなったことから、当該費用について地

方公営企業法に基づき増加した収入をもって必

要な経費に使用したことを報告するものであり

ます。

下の（参考）をごらんください。これは地方

公営企業法において状況に応じた能率的な運用

を認めておりますいわゆる弾力条項でございま

して、業務量の増加により、直接必要な経費に

不足が生じたときは、管理者は増加した収入を

業務のため直接必要な経費に使用することがで

きると定めておりまして、この場合は次の議会

において報告しなければならないとしておりま

すことから、この議会において報告させていた

だくものであります。

上のほうに戻りまして、２の業務量の増加の

理由でありますが、外来患者及び外来化学療法

患者が増加したためであります。

３の業務量の増加により不足する費用は材料

費で３億2,200万円であります。この材料費は薬

品費、診療材料費、医療消耗備品費等でありま

す。

４の不足する費用に使用する収入金額であり

ますけれども、予算であるため、収入と支出を

合わせる必要がありますことから、外来診療業

務の増加により増加した外来収益のうち、不足

額と同額の３億2,200万円を充てる予算としたも

のであります。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。執行部の皆様大変お疲れさ

までした。暫時休憩をいたします。

午前10時26分休憩

午前10時29分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

皆さんおはようございます。それでは、当委

員会に付託されました議案等について、概要説

明を求めます。

○川野福祉保健部長 おはようございます。ま

ず説明に入ります前に、１点おわびを申し上げ

たいと思います。

先般、特別児童扶養手当の支給認定事務に際

しまして、児童１名の診断書等を紛失するとい

う不適正な事案が発生いたしました。大変申し

わけございませんでした。

現在のところ、診断書の内容が外部に漏えい

したという報告は受けておりませんが、個人情

報の流出は個人の権利、利益を侵害するだけで

なく、県に対する信頼を失墜させるものでござ

います。

特に福祉保健部におきましては、個人情報を

多く取り扱う部署でございますので、その管理

の徹底に努めたいと思っております。

今後、個人情報を含む文書の受け渡し方法の



- 8 -

平成30年６月20日(水)

見直し、それから職員のコンプライアンス意識

の向上を図りまして、再発防止に職員一丸となっ

て努めてまいりたいと考えております。

それでは、座って説明させていただきます。

当委員会に御審議をお願いしております議案

等につきまして、概要を御説明いたします。お

手元の厚生常任委員会資料の表紙をおめくりい

ただき、目次をごらんください。

本日の説明事項は、予算議案２件と特別議案

２件の計４件の議案のほか、報告事項が２件、

その他報告事項が４件でございます。

まず、予算議案についてでございますが、資

料の右側、１ページをごらんください。議案第

１号「平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第

１号）」、議案第２号「平成30年度宮崎県国民健

康保険特別会計補正予算（第１号）」でございま

す。

補正額につきましては、まず一般会計でござ

いますが、歳出予算集計表の下から５行目、６

月補正額の欄にありますとおり、6,307万1,000

円の増額をお願いしているところでございます。

次に、国民健康保険特別会計は、下から２行

目の６月補正額の欄にありますとおり、495

万5,000円の増額をお願いしているところでござ

います。

この結果、福祉保健部の補正後の予算総額は、

一般会計と特別会計を合わせまして、この表の

一番下の補正後の額の欄にありますとお

り、2,231億8,732万8,000円となります。

次に、特別議案についてであります。資料の

左側、目次をごらんください。

まず議案第８号「宮崎県における事務処理の

特例に関する条例の一部を改正する条例」、それ

から議案第９号「病院等の人員及び施設の基準

等に関する条例の一部を改正する条例」の２件

でございます。

次に報告事項についてであります。本日御説

明しますのは、損害賠償額を定めたことについ

てと、平成29年度宮崎県繰越明許費繰越計算書

の２項目でございます。

最後に、その他報告事項についてであります

が、本日は手話言語等条例（仮称）の制定につ

いてなど、７項目を説明させていただきます。

詳細につきましては、後ほど担当課長、室長

に説明させますので、よろしくお願いいたしま

す。

私からは以上でございます。

○太田委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、議案に関する説明を求めます。なお、

委員の質疑は、執行部の説明が全て終了した後

にお願いをいたします。

○樋口衛生管理課長 衛生管理課分について御

説明いたします。

お手元の平成30年度６月補正歳出予算説明資

料の衛生管理課のインデックスのところ、13ペ

ージをお開きください。

衛生管理課の補正予算額は、左から２列目の

補正額の欄にありますとおり、6,307万1,000円

の増額補正でございます。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますとおり、17億4,409

万2,000円となります。

それでは、補正予算の内容について御説明い

たします。15ページをお開きください。

まず最初の（事項）食品衛生監視費は、説明

欄にありますとおり、国庫委託決定に伴う補正

であり、「ＨＡＣＣＰ普及・定着を目指した衛生

管理促進事業」について194万8,000円の増額を

お願いするものであります。
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詳細につきましては、後ほど厚生常任委員会

資料で御説明いたします。

次の（事項）生活環境対策費は、説明欄にあ

りますとおり、国庫補助決定に伴う補正であり、

「生活基盤施設耐震化等交付金事業」につい

て、6,112万3,000円の増額をお願いするもので

あります。

補正の内容ですが、今年度、椎葉村が実施を

予定しております水道未普及地域解消事業に係

る同村への補助金を計上しております。

当事業につきましては、昨年度までは国から

市町村への直接補助となっていましたが、厚生

労働省の指示により、平成30年度からは生活基

盤施設耐震化等交付金事業に変更となり、県を

経由して椎葉村へ交付することとなったもので

あります。

なお、補正額につきましては、全額国庫支出

金を財源としております。

それでは、ＨＡＣＣＰ普及・定着を目指した

衛生管理促進事業について、常任委員会資料で

御説明いたします。厚生常任委員会資料の２ペ

ージをお開きください。

本事業は、１の目的・背景にありますとおり、

国庫補助事業である地域連携ＨＡＣＣＰ導入実

証事業を活用し、食品取扱事業者に対するＨＡ

ＣＣＰの導入支援を充実・強化することにより、

県内事業者のさらなる衛生水準の向上を図るも

のであります。

事業内容につきましては、２の事業概要にあ

りますように、国の進めるＨＡＣＣＰの制度化

に向け、飲食店などの中小規模食品取扱事業者

に対しまして導入促進のための支援を行うこと

としております。

具体的には、（１）のアドバイザーを活用した

ＨＡＣＣＰ導入支援としまして、食品事業者団

体から選定されましたＨＡＣＣＰ導入の核とな

る人材について、アドバイザーとしての養成や

認定を行いますとともに、これらのアドバイザ

ーによる食品事業者への研修会の開催や営業施

設への巡回指導を実施します。

また、（２）の食品衛生講習会による事業者へ

の周知としまして、食品衛生責任者講習会を開

催し、食品事業者団体が作成したＨＡＣＣＰ導

入の手引書の周知を図ることとしております。

３の事業費ですが、テキストの印刷費やアド

バイザーへの謝金など、194万8,000円で、財源

は全額国庫支出金となっております。

４の事業効果ですが、ＨＡＣＣＰ導入を推進

する人材を育成することにより、中小規模食品

取扱事業者へのスムーズなＨＡＣＣＰ導入が図

られ、食中毒を初めとする食品の事故を未然に

防止することが期待できます。

衛生管理課の説明は以上でございます。

○長谷川国民健康保険課長 国民健康保険課の

補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の９ページ、国民健康保険

課のインデックスのところをお願いしたいと思

います。

上から４行目の国民健康保険特別会計につき

まして、左から２列目の補正額の欄にあります

とおり、今回495万5,000円の増額補正をお願い

しております。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますとおり、1,157

億6,604万2,000円となります。

一般会計と特別会計を合わせました補正後の

額は、一番上の欄になりますが、1,453億1,962

万5,000円となります。

11ページをお願いいたします。増額補正の内

容となります。（事項）保健事業費の新規事業「国
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保ヘルスアップ支援事業」につきましては、厚

生常任委員会資料で説明をさせていただきたい

と思います。お手元の厚生常任委員会資料の３

ページをお願いいたします。

１の目的・背景にありますとおり、国民健康

保険制度改革によりまして、今年度から県は財

政運営の責任主体として、国保運営の中心的な

役割を担うこととなりました。この中で、医療

費適正化や保健事業の推進につきましては、市

町村に対する支援の強化を図っていくことが求

められているところであります。

このため、昨年度策定しました国保運営方針

などにおいて、取り組みを促進していくことと

している糖尿病などの重症化予防及び重複服薬

者に対する市町村の取り組みを支援するもので

あります。

次に、２の事業概要でありますが、（１）の糖

尿病性腎症重症化予防に関する市町村保健師研

修につきましては、現在、市町村において人工

透析など重症化リスクの高い方のうち、糖尿病

の治療を受けていない方などに対しまして、保

健指導を行っておりますが、市町村と医療機関

の連携強化や保健師の指導力の向上を図るため、

市町村保健師を対象に、専門医や糖尿病療養指

導士を講師として研修を実施するものでありま

す。

研修内容としましては、グループ別のケース

スタディなどを通して、地域での専門職の顔の

見える関係づくりを進めていくものであります。

次に、（２）の重複服薬者訪問指導事業につき

ましては、薬の専門知識が十分とは言えない市

町村保健師の現状を踏まえまして、市町村で行っ

ております重複服薬者の訪問指導に、県薬剤師

会から派遣された薬剤師が同行し、適正な服薬、

お薬手帳の利用方法などの指導を行うものであ

ります。

また、あわせまして、指導内容の情報をかか

りつけ医や薬局に提供しまして、重複服薬解消

の実効性を高めていくこととしております。

次に、３の事業費でありますが、研修会の開

催や薬剤師会への委託費用としまして、495

万5,000円をお願いしており、財源は全額国費と

なっております。

最後に、４の事業効果でありますが、合併症

の発症抑制などにより、被保険者の生活の質の

向上とともに、医療費の適正化が図られるもの

と考えております。

説明は以上であります。

○久保医療薬務課長 医療薬務課でございます。

続きまして、特別議案２件について、常任委員

会資料によりまして御説明させていただきます。

常任委員会資料の４ページをお開きください。

議案第８号、宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例についてで

あります。

まず、１の改正の理由についてです。

平成29年６月２日付で公布されました地域包

括ケアシステムの強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律、いわゆる地域包括ケア強

化法と申しますが、この法律の施行によりまし

て、医師の宿直義務及びその例外規定を定める

医療法第16条が改正されたことに伴いまして、

宮崎市に移譲しております医師の宿直免除に関

する事務について、所要の改正を行うものでご

ざいます。

次に、２の改正の概要についてです。

丸のところに記載しておりますとおり、医療

法第16条により、原則、病院は医師を宿直させ

なければならないとされておりますが、例外と

して、改正前に記載しておりますとおり、医師
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が病院に隣接した場所に居住する場合で、知事

の許可があれば、宿直が免除されていたところ

です。

この例外規定につきましては、次の課題に記

載しておりますとおり、医師は病院の同一敷地

内に居住することを求められているだけで、実

際に夜間・休日に速やかに診療を行える体制に

なっているかは定かではありませんでした。

そのため、次の対応策に記載しておりますと

おり、病院が入院患者の急変時に適切な対応が

とれるよう、迅速な診療体制の確保を求めるこ

とを明確化する改正がされることとなりました。

その結果、改正後にありますとおり、今後は

医師が速やかに診療を行う体制が確保されてい

る場合で、知事の承認があれば、宿直が免除さ

れることとされました。

この改正に伴いまして、宮崎県における事務

処理の特例に関する条例で、資料の中ほどの改

正前の米印に記載しておりますとおり、宮崎市

内の病院に関する宿直免除の許可事務は、現在

宮崎市で処理することとしておりましたが、今

回の改正に伴いまして、資料の下のほうの改正

後の２つ目の米印にありますとおり、宮崎市内

の病院に関しては、宮崎市に承認事務を行って

いただくよう改正するものでございます。

３の施行期日ですが、公布の日から施行する

こととしております。

続きまして、常任委員会資料の５ページをご

らんください。

議案第９号、病院等の人員及び施設の基準等

に関する条例の一部を改正する条例についてで

あります。

まず、１の改正の理由ですが、議案第８号と

同様、平成29年６月２日付で公布されましたい

わゆる地域包括ケア強化法の施行によりまして、

ことしの４月から医療法、医療法施行規則の一

部が改正されたこと等に伴いまして、条例で定

めております療養病床に係る人員基準や病床数

の算定方法について所要の改正を行うものであ

ります。

次に、２の改正の概要についてです。

まず、（１）看護師等の人員配置に係る経過措

置の延長についてです。

介護療養病床のほうは、平成29年度末までに

老健施設等への転換により廃止されることとさ

れておりましたが、転換が進んでいないこと等

を踏まえまして、国におきましては、この常任

委員会資料にございますとおり、今回の介護保

険法の改正で療養病床を介護老人保健施設や新

たに創設されました介護医療院に転換できる期

限を６年間延長することといたしました。

これに伴いまして、療養病床に適用されてお

りました看護師等の配置基準を緩和する等の経

過措置についても同様に、平成30年３月31日か

ら平成36年３月31日までの６年間延長するもの

でございます。

次に、（２）既存病床の算定方法等の改正につ

いてです。

介護老人保健施設等の入所定員に係る既存病

床の算定方法について、病院や診療所の病床か

ら転換した際の入所定員数に関する経過措置の

規定を設けるなど、所要の改正を行うものであ

ります。

具体的には、下の四角で囲んでおりますとお

り、これまでは介護老人保健施設の入所定員数

について、既存の病床数に算定しておりません

でしたが、今回の改正に伴いまして右側にあり

ますとおり、平成36年３月31日までに既存の病

床から転換を行った介護老人保健施設や介護医

療院の入所定員は、既存病床に算定するとの経
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過措置を設けるものです。

また、（３）その他につきましては、平成29年

６月14日付で公布されました医療法等の一部を

改正する法律の施行に伴う条ずれ等を改正する

ものでございます。

最後に、３の施行期日についてですが、２の

改正の概要の（１）及び（２）については公布

の日から、（３）につきましては、医療法等の一

部を改正する法律が施行された後、別に規則で

定める日により施行することとしております。

説明は以上であります。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○岩切委員 特別議案第９号ということで、地

域包括ケア強化法の施行に伴って改正をされる

という御説明があったんですけれども。率直な

ところで、こういう改正は県にとって、また利

用者、県民にとってプラスの方向に動いている

と理解していいのか。それともいろんな事情で

延長されたのはしようがないんだと、できれば

もっと早く転換してほしいものなんだという理

解でいるべきか。部としてのお考えはどうです

か。

○久保医療薬務課長 今回の地域包括ケア強化

法が県民にとってよいものになっているかどう

かということだと思うんですが。そもそも今回

の改正の対象になっております療養病床につき

ましては、平成18年から医療病床と介護病床に

大きく大別されておりまして、介護病床のほう

は平成23年度末で廃止が決定されていったとい

う背景があります。

当然、在宅へという大きな方向がございます

ので、そちらの方向に進んでいるものと思いま

す。そういった流れの中で、こういった強化法

が改正されております。

そういったことを考えますと、在宅に向かう

ということで、こういった改正、まして今回介

護医療院も創設されたということで、在宅に向

けての段取りが進んでいくのかなと考えており

ます。

○岩切委員 随分長い間、転換をということが

言われていて、なかなか進みにくい。病床を持っ

ていらっしゃる医療機関の対応の問題だったり、

人が確保できないという問題があったりとか。

また在宅へという流れなんだけれども、利用者

としてはお預けしておきたいという思いが強く

あったりとかいう、いろんな要素があって、い

ろんな判断があって延長が繰り返されていると

理解しているんですが、促進するお立場でいらっ

しゃるのか、それともこの状況のまま見守って

いく姿勢なのかを知っておきたいんですけれど。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 議

員お尋ねの点につきましては、なかなかどちら

がよいのかということについては大変難しいも

のであると考えています。

基本的には、先ほど課長が申しましたとおり、

在宅に向けての体制整備ということでさまざま

な法律の改正や、あるいは地域医療構想などの

取り組みがなされているところでございます。

ただ一方で、法律の改正というのは、これは

国の専権事項でございまして、その法律の改正

に従って、私どもとしましては、適切な行政を

行っていく立場でございますので、その改正に

伴うものを適切に進めるということで、県民の

皆様に迷惑のかからないような形で取り組んで

いくと、そのように考えているところでござい

ます。

各医療機関が療養病床をどのように今後対応

─対応という言葉が適切かどうかわかりませ

んけれども、変化、状況に合わせていくのかと
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いうことにつきましては、それぞれのお考えが

ございます。大もととしましては、介護療養病

床を転換する期間が６年間延ばされたというこ

とに伴って、今回の法律の改正もなされており

ますので、私どもは淡々とその法律改正に伴う

行政を進めていくということでお答えをさせて

いただきたいと思います。

○岩切委員 ありがとうございます。法律に従っ

て変えざるを得ない条例も当然あるんですけれ

ども、ことは県民の特に高齢、要介護の方々が

生きていく場の問題なので。配置基準が低いま

までやりたいので、延長してくれといういろん

な動きがあってこうなってしまいましたという

ことならば、法律上の問題だからそれはそれで

認めざるを得ないけれど、でもやっぱり手厚い

介護ができる体制に変わっていってくださいね

というふうな姿勢でいらっしゃるかどうか。こ

の条例の改正というのはそれはそれなんですけ

れど、今後の姿勢がどういう状況なのかを知っ

ておきたかった。

延長はするんですけれども、これは法律がそ

うなったからと、県としてはできるだけ手厚い

介護ができる体制に変わるように支援されてい

るんですよというようなところなのか、それと

も各医療施設等の判断にお任せをして見守って

いるところなんですよとか、そのほかの要因が

あってこうこうですよというのが、もしあれば、

知っておきたいと思ったものですから。

答えにくいところもあろうかと思いますけれ

ども。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） そ

ういう問いかけということであれば、今回の診

療報酬と介護報酬の同時改定がこの３月末に行

われましたので、そういった点では、各医療施

設の管理者の方々が転換を行いやすい状況に

なってきているというふうには考えております

ので、私どもとしましては、転換が進むように

見守っていきたい、そのようには考えておりま

す。

○岩切委員 ありがとうございます。僕は転換

していく方向がいいのではないかなと思ってま

して。条例は本来は終わっておかないといけな

かったものを延ばしました。この６年間で、県

としてこれから転換を促進していくためのいろ

んな事業や話し合いをされていくんだというふ

うに理解してよろしいでしょうか。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） は

い。

○岩切委員 ありがとうございました。

○丸山委員 具体的に転換をするというような

協議が、実際どれくらい進んでいると理解をす

ればいいのか。６年間延びてちょっとは余裕が

できたから、もう少し考えようというふうにま

だ思っている段階なのか。ちゃんと本当に転換

する意識が、どれくらいあるというふうに理解

すればいいのかを少し教えていただくとありが

たいかなと思っているんですが。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 病

床のあり方に関しましては、地域医療構想の中

で病床機能に応じた地域の状況を整備していく

ということで私どもも地域医療構想をまとめ、

医師会、関係機関等々と今調整会議を各二次医

療圏単位と同じ地域医療構想の単位でもって協

議を適宜進めていただいております。

国におきましても、※30、31年度において、地

域医療構想における会議を着実に行い、その地

域において、2025年を目指して将来どのような

医療機能が求められ、それに対してどのように

対応していくかということを協議しなさいとさ

※24ページに訂正発言あり
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れておりまして、私どもも順次各医療圏におい

て、地域医療構想に伴う調整がなされるように、

会議を進めているところでございます。

この３月には、各二次医療圏ごとの調整会議

のみでやると、話が進まないものも出てくるで

あろうということから、県レベルの調整会議も

設置いたしまして、県全体での課題についてど

う対応するかということなども県の調整会議の

場で方針を定めて、各地域の調整会議で協議を

していただくということで進めているところで

す。

今後、この調整会議を適宜進めていき、なか

なか現時点では具体的なものとして各構想、地

域ごとに文書としてのまとめというところまで

はまだ至ってはおりませんけれども、各医療機

関から計画をお出しいただくことで、現在進め

ているところでございます。

○丸山委員 現場にいて、恐らく実態はまだほ

とんど進んでいないという認識を我々もしてい

るものですから。しかし、しっかり社会保障を

維持するためには、やっていかないといけない

と思ってますので、県もまた、二次医療圏でい

いますと保健所がしっかりリーダーシップを

とってやっていただかないとなかなか進まない

問題であろうと思ってます。宮崎の高齢化は全

国より早く進んでおりますので、しっかり適宜

やっていただくようにお願いしたいと思います。

○太田委員長 ほかにありませんか。

○山下委員 ＨＡＣＣＰの件でちょっと確認を

させてください。このＨＡＣＣＰを認証してい

こうという宮崎県の姿は大事だろうと思ってい

るんですが、今、アドバイザーは何名いるんで

すか。

○樋口衛生管理課長 まずアドバイザーなんで

すけれど、今回の議案で成立しますと、それか

ら始まるということで。アドバイザーは、食品

衛生協会の食品衛生指導員の中から25名をまず

選出して、そしてその方にいわゆる業界がつくっ

た手引書をもとに講習をして、実際に自分の施

設にＨＡＣＣＰを入れてもらうと。その25名が

核になって拡大をしていこうかと考えておりま

す。

○山下委員 僕が聞いているのは、現在のアド

バイザーは何人いるのって。今の説明は25名の

やる気のある人たちを集めて説明というお答え

でした。アドバイザーは今現在何人いるのか。

○樋口衛生管理課長 このアドバイザーという

のは、今度初めてのＨＡＣＣＰアドバイザーと

いうことで考えておりまして、今回の事業で初

めてアドバイザーを選定するということでござ

います。

○山下委員 今までＨＡＣＣＰの認証工場にし

ようという人たち、そして今から新たな工場を

つくろうという人たちには、アドバイザーが来

て、今までいろんな説明をしてくれてましたよ

ね。そういう人たちとは別というわけ。

○樋口衛生管理課長 このもともとの事業が、

委員がおっしゃったように、ＨＡＣＣＰを目指

す企業を平成28年度から10施設、こういったも

のを応募して、それに係るアドバイザーとして

は３名です。

○山下委員 このアドバイザーの中に、南日本

デーリィ牛乳で工場長をしていた人とか、この

域に精通していた人たちが今専門でアドバ

イザーという役割でいろんな相談に乗ってくれ

ていると思うんです。それとの関連性というの

は、どのようにしていくつもり。

○樋口衛生管理課長 失礼しました。先ほどの

事業に関しましては、繰り返しになりますけれ

ど、28年度からやっておりまして、これに対し
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ましては、さっき委員がおっしゃった南日本酪

農のＯＢの方３名、それと熊本で食品衛生監視

員をされていた方が１名の４名ということなん

ですけれど。今回は制度化が全業種に対して始

まりますので、中小規模の小さいところを目標

にやっていくということで、これに関しては業

界の中から選出した中でアドバイザーを選定し

て、それから拡散していこうと、今回の事業は

そういった事業でございます。

○山下委員 小さい弁当屋からさまざまな事業

所がいっぱいあると思うんです。社会福祉法人

でやっているところもいっぱいあるし。何年間

でどれぐらいの認証をされていこうという目標

を持っているの。

○樋口衛生管理課長 認証じゃなくて、今度の

食品衛生法では制度化なんですけれど。これに

対しましては、今現在どのくらいの規模という

のが、なかなか難しい点はありますけれど、例

えば今ある許可業種プラス条例による漬物とか

そういったものを全て含みますと、県内で県が

約２万件、宮崎市保健所管轄が約１万件で、宮

崎県全体で約３万件。制度化になるとこれに対

して全て入れていかなければいけないことにな

ります。

○山下委員 ということは、３万件を対象に制

度化をやっていこうというわけ。認証と制度と

いうのはどう違うの。

○樋口衛生管理課長 今やっている認証は、例

えば国の総合衛生管理製造過程承認制度という

のがございます。こういうのはさっき言った南

日本酪農とかで、県内５カ所あります。それと

ＩＳＯとかＳＱＦとかいろんな民間認証がござ

います。こういうのが認証で、今度の制度化と

いうのは、食品衛生法が改正となりまして、宮

崎県だけじゃなくて全国のあらゆるところに制

度化を持っていくというような内容の趣旨でご

ざいます。

○山下委員 最後にしたいと思うんですが、こ

れは、ＨＡＣＣＰの食品衛生の確認をしっかり

と各事業所でやっていこうということでいいん

ですよね。

○樋口衛生管理課長 全国的な流れということ

で、国もこの実証事業は、早く広めたいという

ことで、今回全国に先駆けて宮崎県もいち早く

やりたいという考えがございまして、応募して

採択されたものでございます。

○山下委員 わかりました。

○太田委員長 ほかにありませんか。

○井上委員 この国保ヘルスアップ支援事業の

ことについてちょっと教えてください。

国民健康保険制度の改革によって、県は財政

運営の責任主体になるので、ここは大変重要な

ことで、市町村に対する支援の強化を図ってい

くことが求められているということ。それと事

業効果として医療費の適正化が図られるとあり

ますので、そこで事業概要の２番のほうで教え

ていただきたいことがあったのでお聞かせくだ

さい。

かかりつけ医の定義は、どういう定義なんで

すか。

○長谷川国民健康保険課長 （２）の重複服薬

者訪問指導事業のかかりつけ医ということでご

ざいますけれど、これにつきましては、重複服

薬となっている方が、通常行っている病院のこ

とを考えております。ですので、複数行ってお

ればそれぞれがかかりつけ医ということで考え

ております。

○井上委員 私が実際に経験したことなので、

もったいないかなと思ったのは、このかかりつ

け医という考え方が、ふだん行っている病院、
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今までかかっていた病院をかかりつけ医だと、

自分の頭の中でそういう印象を持っていたんで

す。

今度は症状が違う場合、どこで投薬を受ける

かなんです。私の夫の例でいえば、要介護度４

なのですが、その夫がふだん行っていた病院で

は内臓系だとかほかのことでかかっていたわけ

です。脳の手術を実際受けた病院は、全く別の

病院です。

そのときに、私たちの感覚でいうと、かかり

つけ医というのは、今までかかっていたお医者

さんだと思っていたわけです。でも症状が違う

ので、夫が行きつけの病院だと脳関係の薬が十

分出ないわけです。

かかりつけ医に薬の効果は大丈夫なんですか

という確認をしているんですけれども、同様の

効果のものを出しますと言われて、そのお薬を

いただいて飲んだところ、実際脳関係のところ

でいただく薬よりレベルが低かったわけです。

その結果、何が起きたかというと、けいれん

が起きて、そしてそのけいれんをとめることが

できずに、ほかの病院に再入院せざるを得ない

ということになったわけです。

そこでいただいた薬を見ていただいたときに、

最初にお医者さんが言われたのは、ちょっと薬

のレベルが低かったと。達していないと、だか

ら効果が出なかったんだということを言われた

わけです。

だから私は皆さん方に、これは私どももそう

だけれども、県が財政の責任主体になるわけだ

から、２カ所も３カ所も行かないといけないの

かと言われると、１カ所でいいと思うんです。

できたら薬は、その病気に対して一番効果のあ

る病院でいただくのが一番いいんじゃないかな

と思うんです。

だから、結果的には２カ所行けということな

るわけです。かかりつけ医に薬が置いてないわ

けだから、脳のほうからもらうと診療代を２回

払うことになるじゃないですか。

今回はたまたま手術をしていただいたところ

にその事情をお話しましたら、本来はかかりつ

け医になれないけれども、もううちで出します

と言っていただいて。何回もけいれんを繰り返

すようなことがあったときには、家族としては

心配なわけです。だからその事情をお話しまし

たら、ほかの薬も含めて一括してそこで、２カ

所行かなくていいようにしましょうと言ってい

ただいたんです。

ケアマネジャーの方も大変よくしていただい

て、病院の方たちもよくしていただいているん

だけれど、多分私ども家族のかかりつけ医とい

うものの考えが十分でなかったから、こういう

ことが起きたんじゃないのかなと思うんです。

それで、国保ヘルスアップ支援事業、特に重

複服薬者訪問指導事業、ここまでするのなら、

かかりつけ医という考え方をもっと多くの方々

にわかっていただくように。ふだん行っている

病院と新しい病院との関係です。どちらを選択

するのかと言われたら、やっぱり新しく発症し

た病気の病院で一括してお薬が出れば１カ所で

済むし、効果の高い投薬ができるということだ

と思うんです。

だから、大変細かいことを申し上げて恐縮な

んですけれど、医療費の適正化を図るといった

ら、診療費を２カ所で払ったり、ここに至るま

では、何かわからないんですけれど、お医者さ

んのところに話に行くのに、紹介料を何カ所も

取られたんですよ。

ですから、かかりつけ医に関する考え方とか

を、もっと患者さんにわかっていただくように
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発信することも一つ必要なのではないのかなと

思いました。

ですから、ケアマネジャーさんにここにしな

さい、あそこにしなさいと言われたわけではあ

りませんので、ひとえに患者側がいつも行って

いる病院がかかりつけ医だと思ったことが、私

たち家族の失敗でもあるわけですが。ただ皆さ

んに聞いてみると、かかりつけ医というのはそ

ういう感覚でいらっしゃると思うんです。

ですから、例えば病院に行くことが楽しくて

いろんな病院に行くとかいうのもやめていただ

かないといけないのと同時に、そういうことも

少し発信をしていただけるといいのかなと思う

んですけれど、そこあたりはいかがなんでしょ

うか。

○長谷川国民健康保険課長 委員のおっしゃら

れたとおり、まずは調剤薬局のほうなんですけ

れど、これはどうしても門前薬局等で複数になっ

ているということで、これにつきましては、で

きる限り調剤薬局を１カ所にしていく方向で、

今後進めていくべきだと思っております。

それから、議員がおっしゃられたかかりつけ

医の話でございますけれど、どうしても高齢化

が進みますと、内科とか外科とかいろいろな診

療にかかりますので、複数の医院にかかること

になることもあるんですけれど、そうした場合

においても、少なくとも、薬の調剤については、

１カ所でできるように、そういった方向で進め

てまいりたいと考えております。

○井上委員 私ども家族のほうで、かかりつけ

医であると思っていたところに同レベルの薬剤

を購入してもらいたいと言ったら、それは絶対

購入できないと言われたんです。レベルの低い

薬を飲み続ける怖さは、それはもう私たちが一

番。救急車をしょっちゅう呼ばないといけない

のかと言われると、それはちょっとできないで

すもん。

ですからやっぱりその病院が、絶対その薬は

使わないと、購入はしないんだと言われると、

やはり私どもも本当に不安になって、私たちと

しては手術していただいた病院、けいれんを起

こして運ばれた病院、両方にかかりつけ医になっ

ていただけないだろうかということを言いに行

かないといけなかったわけです。

だけれど、最初に決めたところじゃないとだ

めだみたいに言われて。ただ、手術をしたとこ

ろの方に丁寧にお話をしたら、たまたまその手

術を担当した先生が、オーケーをしてくださっ

た。でもまれなケースですということを言われ

ているので、先々のことを考えると、ちょっと

心配かなと思います。

ですから、どの薬を調剤薬局がとるかという

ことについても、それは経営全体、薬価の関係

とかいろいろあるんだろうから、絶対にそこは

私たち患者ではどうにもならないところなんで

すよ。

だけれど、できたら病院を１カ所にするとか、

そんなにたくさんの病院に行かないで済むよう

にするということはやっぱり心がけるべきでは

ないのかなと思うんです。

今度は県が財政主体になる、責任主体になる

ので、細かい話かもしれないけれども、そのあ

たりのことを丁寧に整理していかないと。病院

に行って、同じ薬をもらってため込んでおくこ

とがいいとはとても思えないので、できたらそ

のあたりがきちんと患者さんに伝わっていった

りするといいのかなと思いますが。

○長谷川国民健康保険課長 今回、重複服薬者

ということで事業を出しているんですけれど、

それ以外にも多受診や頻回受診等、さまざま出



- 18 -

平成30年６月20日(水)

ておりますので、こういったことにつきまして

も、医療費適正化の中で今後適正化を進めてま

いりたいと考えております。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） ま

ずかかりつけ医でございますけれども、これは

今回、医療計画を改定していまして、その中に

言葉の定義ということで記載をしています。読

み上げますけれども、「何でも相談できる上、最

新の医療情報を熟知して、必要なときには専門

医、専門医療機関を紹介でき、身近で頼りにな

る地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を

有する医師」と、定義されておりますが、そう

いうかかりつけ医をそれぞれの患者さんが見つ

けていただくことが重要であると私どもも感じ

ますので、まずはこういう医師を育てることも

大事でしょうし、あるいはかかりつけ医という

ものの考え方をきちんと理解していただくため

の対応も重要であろうと考えたところです。

今、委員のおっしゃられた中には、幾つかの

今後の課題と考えられるものもございましたの

で、その点につきましては、私どもも真摯に受

けとめさせていただきまして、可能なものにつ

きましては、それぞれの関係団体等と協議をさ

せていただければと考えております。

○井上委員 どうもありがとうございました。

先ほど言われたかかりつけ医の定義は、私もこ

うあってほしいという思いで読ませていただい

た。ただ私が、介護が初めての母のときとは違っ

て、夫になって介護を始めてみると、やはりこ

の介護保険のありがたさとか、いろんなのを感

じながら今いるわけです。

この前、国保の料金が来たんですけれど、す

ごい金額だなとも思いました。ですから、その

バランスの悪さが自分の体の中にあるわけです。

やはり在宅でそういう状況になったときに、医

療機関との関係は、どっちかというと上下関係

の中の下のほうが家族という感覚もありますの

で、ですから家族がしっかりと選択できて、しっ

かりと介護ができる状況に早くなるといいなと、

少しずつでもそういうふうに近づいていくとい

いなと思った次第です。

一応国保の関係では、そこがちょっと気になっ

たので、少し丁寧に整理していただくといいの

かなと思った次第です。ありがとうございまし

た。

○丸山委員 この国保に関しては、市町村で国

保の保険料のバランスがいびつになっていたと

いうふうに記憶していますが。特に糖尿病関係

で医療費が上がっていて保険料が高くなってい

るということが分析してわかっているために、

今後きめ細かくやろうと考えているのか。

あと、医者と保健師が顔の見える関係になっ

て、どうやって糖尿病になっている方、もしく

は予備軍の方々にアプローチして、具体的には

どうすれば重症化しないというふうに県として

は考えているのかを教えていただけるとありが

たいかなと思っているんですが。

○長谷川国民健康保険課長 まず、糖尿病に関

する医療費との関連でございますけれど、これ

については、具体的な医療費までは出していな

いんですけれど、例えば糖尿病性の腎症が重症

化しますと、人工透析が必要となります。人工

透析につきましては、１人当たり年間400万か

ら500万円の医療費がかかるということで、大き

な医療費がかかることもございます。

それから、もう一つは、医療費だけではなく

て、日常生活に大きな影響が出てくるというこ

とで、今回この事業を推進していくと。

それから、２点目のそういった方へのアプロ

ーチ、どのように指導していくかということだ
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と思いますけれど、まず特定健診を受けられた

方から、そういう数値が高い方を出しまして、

あと実際病院にかかっているかどうかというこ

とで、レセプトデータからそういった未受診者

を抽出します。抽出した後に、保健師が未受診

者に対して治療を受けるように指導を行ってい

くということで考えております。

その際に、どうしても保健師のほうで、専門

性がやや弱いとかあるいは医療機関との連携が

十分できてないといった課題がございますので、

今回の事業でそのあたりを医療機関と十分連携

を図り、具体的にどういった課題があるかとい

うことを十分検討した上で、そういう未受診者

たちにアプローチしていくということで考えて

おります。

○丸山委員 何となくイメージは湧いたんです

が、基本的に特定健診は健診率が低いですよね。

そこもいけないのと、よく言われるのは、病院

に行っているから、特定健診を受けなくてもい

いと間違った理解をされている方もいらっしゃ

る。本来は医療のデータと特定健診のデータを

うまくセットにして、この人は特定健診に行っ

てないけれど、医療で出ますよと。そういうデ

ータは個人情報保護でなかなか開示は難しいの

かもしれないけれど。

顔の見える関係というのは、そこをしっかり

やれば、特定健診に行っていない人も、病院で

健診やってますよねとかいうのがわかるんじゃ

ないかと思っている。

その辺は市町村の保健師と医療のほうが本当

に真剣にやれば、大分変わるような気がする。

その辺までやる、顔の見えるというのは、そう

いうイメージでよろしいでしょうか。

○長谷川国民健康保険課長 今委員おっしゃら

れたように、特定健診の率が必ずしも高くない。

確かに働く世代の方の健診率が低い、あるいは

医療機関に行っているから、特定健診は受けな

いということで低いということもございます。

そういった中で、平成27年ですけれど、特定

健診を受けられた方のうち、重症化の恐れのあ

る方が約7,700名おります。まずはこういった方

に対して、しっかりと受診をするように。全員

が受診をしていないわけではないですけれど、

受診していない方に対して、まずはしっかりと

受診するように勧奨なりをしていきたいと考え

ております。

あと、その特定健診を受けられていない方に

つきましては、当然この事業の効果を上げるた

め、あるいは早期に保健指導を行うためには、

特定健診の受診が非常に重要になりますので、

そこは今後実施率の向上に努めていきたいと考

えております。

現時点で、特定健診を受けていない方のデー

タをというのはなかなか難しいことで、まずは

特定健診を受けている7,700名の中の未受診者に

ついて、事業を進めていきたいと考えておりま

す。

○丸山委員 もう一つ、（２）の重複服薬者とい

うのは、実際にどれぐらい今いると県としては

認識しているのか。まず教えていただくとあり

がたいと思います。

○長谷川国民健康保険課長 ことしの２月時点

でありますけれど、２カ所以上の医療機関から

同一の薬効の薬が出されている方、これは国保

でありますけれど、約3,300名ほどおります。

今回は、この方たち全てはできませんので、

その中でも保健師と薬剤師が話をして非常に必

要性の高い方を抽出しまして、まずは指導を行っ

ていきたいと考えております。

○丸山委員 これはしっかりやっていただきた
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いと思っております。（１）と（２）をやること

によって、医療費の適正化を図っていきたいと。

非常にこれは大きなことだと。医療費の抑制、

計画で数値目標があったと思っているんですが、

２事業をやることによってどれぐらいこれに寄

与すると県としては考えているのでしょうか。

○長谷川国民健康保険課長 医療費の額として

は、申しわけないんですけれど、出しておりま

せん。目標としますところは、例えば糖尿病者

につきましては、まずは未受診者を解消してい

くと、医療につないでいくということで考えて

おります。

それから（２）の重複服薬者につきましては、

今回200件ほど考えているんですけれど、訪問し

た方につきまして、重複服薬の解消がどれほど

図られたかということで効果を図っていきたい

と考えております。

○丸山委員 できればこのことによって、目標

数値を。未受診者を解消するとか、200件ぐらい

抽出してやると。それによって、これだけ医療

費の抑制が図られるんだということを、しっか

り市町村にわかりやすくしないと。これ以上何

もしなければ、どんどん医療費が伸びていって、

保険料も上がって、市町村の負担もふえて、大

変なことになるということを、具体的に言わな

いとわかりづらいと思いますので、その辺はしっ

かりと数値として、もう少し県のほうで示して

いただければありがたいかなと思っております。

○長谷川国民健康保険課長 今回の事業だけで

なくて、特定健診なども含めまして、その医療

費の効果とか、どれだけ見える化になるかが重

要だと思いますので、医療費適正化全体の中で

今後検討してまいりたいと考えております。

○日高副委員長 関連です。市町村でそれぞれ

の特定健診の受診率ってあると思うんです。例

えば田舎に行くほど受診率は高いと思うんで

す。100％に近いぐらい。でも、都市部に行くと、

半分もいかない、３分の１ぐらいという感覚が

頭に残っているんです。その市町村との連携と

いったところも、もっとしていくべきだと思う

んですが、ワースト３ぐらいを教えてもらうと。

受診率の低いほう。

○長谷川国民健康保険課長 日高副委員長が

おっしゃられるように、都市部のほうがやっぱ

り受診率が低くなっております。宮崎市、※日向

市、西都市あたりが低い状態です。

○日高副委員長 やっぱりここら辺、その市町

村の財政に大きくかかわってくる話なんです。

目先のことを考えれば大したことはないんです

けれど、５年、10年したら、じわじわとボディ

ブローのようにきいてくるんです。支出されて

いくわけですから。この辺は宮崎市、日向市、

西都市にもっとちゃんとしてくれというぐらい

のことを周知すべきじゃないかなと思うんです

が、その辺どう考えていますか。

○長谷川国民健康保険課長 まず先ほどワース

ト３の話をしましたけれど、申しわけありませ

ん、現時点で宮崎市、西都市、えびの市という

ことで訂正させてもらいます。日向市を入れて

いたんですけれど、宮崎市、えびの市、西都市

がワーストとなっています。

それと、特定健診についての市町村との連携

につきましては、これは全国的な課題となって

いるんですけれど、現在、実施率を高めるため

に、例えばがん検診とかのほかの検診との同時

健診とか休日夜間の健診、あるいは医療機関か

らの受診勧奨を進めてもらう。あるいは通常の

医療機関で受診した検査項目を特定健診として

活用できないかとか、これは市町村と共同で進

※このページ右段に訂正発言あり
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めているところでございます。

市町村も、かなり積極的にやっているんです

けれど、なかなか高まってこないということで、

県も共同保険者となりましたので、今後さらに

しっかり特定健診の実施率の向上に努めてまい

りたいと考えております。

○日高副委員長 都城でしたか、受診率100％を

目指しているということを掲げている自治体も

あったような気がするんですけれど。そういう

ところもあるから、共同で今後やっていくとい

うことなんで、市町村としっかりとやってほし

いなと思います。

それと先ほど丸山委員が言われたように、ど

こを目指すか、どれだけ効果が出てくるか。こ

の事業効果に医療費の適正化が図られると、適

正化ということは、今は正常じゃないです。正

常じゃない状態を正常な状態にしますよ、その

ことを図りますよということが事業の目的にな

るんです。

ということは、今はこれだけ、しかしこれか

ら今後５年間とかそういう枠の中でここまで

持っていきますよと。そこまでいかないと、こ

ういった問題が発生しますよとの脅しぐらいは

市町村にかけてもいいわけです。そうやってやっ

ていかないと、数字がなくて、漠然とやります

よといっても、進まないのはそこだと思うんで

す。

○長谷川国民健康保険課長 やはり医療費の効

果を見せないと、なかなか市町村とか住民も医

療費の増大の大変さがわからないと思いますの

で、そこあたりについては、医療費適正化全体

の中で今後検討してまいりたいと考えておりま

す。

○日高副委員長 検討をよろしくお願いします。

○太田委員長 ほかにありませんか。

○丸山委員 ４ページの８号の病院なんですが、

これまでは住居が敷地内であればいいですよと。

明確化されたということなんですけれども、医

師確保が非常につらいと聞いているんですが、

これによって各病院で取り合いになっていきそ

うな気がするんです。その辺はマンパワー的に

は十分足りていると認識していいいのか。どう

いう状況なのかというのはわかっているんで

しょうか。

○久保医療薬務課長 全体で139の病院が県内に

あるわけなんですけれど、その中で宿直義務が

免除されている病院というのが24病院となって

います。このままこの制度が改正されたとしま

しても、宿直を今度は承認する形になってまい

りますので、医師の確保云々というよりも、今

の体制を維持していく中でという形になってい

くと思います。特段医師確保のほうに影響が出

るというところはないかと考えております。

○丸山委員 24病院で免除されているというこ

となんですが、そこはちゃんと本当にいた、い

なかったかが今までわからなかったということ

だと思うんです。これがしっかり明確化されて

いくことになると、実態は変わってくると思っ

ているんですが、本当に大丈夫なんでしょうか。

○久保医療薬務課長 改正後になりますと、今

度は対応策のところに書いてございますとおり、

入院患者の急変時に適切な対応がとれると。現

在も宿直を免除する場合には、隣に住んでいる

ことという形になっておりますので、そうした

意味ではしっかりと体制は確保できているわけ

なんですけれど、明確にここの中にうたってな

かったということで、今回明らかにさせていた

だいたという形になっております。

○丸山委員 医師会の先生たちと懇親会を年に

何回かするんですが、結構飲まれているとかあっ
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たりして、本当に診療に対応できるのかという

のがあって。大丈夫ですよと言うんですけれど

も、素人なものですからその辺のことも含めて、

迅速に対応できる体制をどういうふうに理解す

ればいいのか教えていただくとありがたいかな

と思っているんですが。

○久保医療薬務課長 確かにお医者さんたちの

御尽力というのは、相当なものがあると思うん

ですけれども。実際病院に、もしその場にドク

ターがいなくても、適切な指示ができる体制を

とれていればいいということに今回はなったよ

うでございますので、そうした形でいきますと、

大丈夫な体制がとれているというふうに考えて

いるところでございます。

○丸山委員 不測の事態が出ないように、これ

はしっかりやっていただきたいと思っています

ので。医師が本当に足りるのかなと心配だった

ので、それを一応お伝えしておきます。

○太田委員長 ほかに議案について、質疑はあ

りませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、ないようですので、

次の報告事項に関する説明まで進めたいと思い

ます。

○横山福祉保健課長 損害賠償額を定めたこと

について、御説明させていただきます。

平成30年度６月定例県議会提出報告書をごら

んください。

別紙１のインデックスがございます３ページ

をお開きください。

損害賠償額を定めたことについて、福祉保健

部は、上から３番目の県有車両による交通事故

１件であります。

まず事故の概要でございます。平成29年７月19

日に延岡保健所の職員が、公用車で帰庁する途

中、職場近くのコンビニエンスストアに立ち寄

り、前進で駐車しようとしたところ、折から体

調不良の影響により足に力が入らず、ブレーキ

を踏み込めないままに店舗の壁に衝突し、店舗

の壁及び灰皿、公用車を損傷したものでありま

す。

事故の原因は、運転者の車両操作の誤りによ

るもので、過失割合は県が100％であります。

損害額は、損傷した店舗の壁と灰皿の賠償

額275万8,320円です。この金額が県の損害賠償

額となり、県が加入しております任意保険及び

県費から支払われるものであります。

職員の交通法令の遵守や交通安全の確保につ

きましては、日ごろからさまざまな機会を通じ

て周知徹底を図っているところでありますが、

このような事故が発生してしまい、大変申しわ

けなく思っております。

今後このような事故が起きないよう、より一

層交通安全と法令遵守につきまして、指導を徹

底してまいりたいと考えております。

損害賠償額を定めたことについての説明は以

上であります。

続きまして、平成29年度からの繰越明許費の

確定について御報告いたします。

同じ資料の別紙３のインデックスのところ、

７ページをお開きください。

平成29年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてであります。

２月議会において、事業主体において事業が

繰り越しとなるもの、国の補正予算の関係によ

り、工期が不足すること等の理由によりまして、

予算の繰り越しを承認いただきましたことから、

福祉保健部では上から４番目の（款）衛生費、

（項）医薬費の医療施設近代化施設整備事業か

ら、次のページの上から１番目の（款）民生費、
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（項）児童福祉費の認定こども園整備事業まで

の合計８事業におきまして、総額２億5,792

万1,000円を繰り越したものでございます。

報告事項につきましては、以上であります。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

○丸山委員 県有車両の事故のことなんですが、

先ほどの説明で、体調不良で運転ミスをしてし

まったと。またその再発防止のために、体調不

良になった原因を含めてどうにかしないといけ

ないかなと思っているんですが、一応福祉保健

部の所管なので健康とかに気をつけてほしいな

と思いつつ、何が原因なのか、そういう方ばか

り運転させるべきじゃないとかということを含

めて検討されて、どういう再発防止策を考えて

いらっしゃるのかお伺いしたいと思っておりま

す。

○横山福祉保健課長 日ごろから運転者の体調

管理も含めまして、交通安全ですとか、それか

ら法令遵守については、指導しているところで

すけれども、この職員に原因について聞きまし

たところ、咳がその当時きつかったということ

で、非常に体調的にはよくなかったのに加えて、

非常に疲れがたまっていたと。

ただ出張するときには、そこまでの体調不良

じゃなかったので、出張していたんですけれど

も、日向市まで出張しておりまして、帰ってき

たところで、咳がひどいので、のどあめとお茶

を買いたいということで、休憩も兼ねてコンビ

ニエンスストアに寄ったところ、足に力が入ら

なかったということで、本人も具体的な理由に

ついてはよくわからないんだけれども、とにか

く足に力が入らなかったと聞いております。

これからもさらに体調管理については、人命

にもかかわることですので、これまでの交通安

全の指導に加えて、体調管理の指導についてしっ

かりやっていきたいと考えております。

○丸山委員 本当に体調不良だけで済まされる

問題じゃないという気持ちです。もしそこに人

がいたりしたら、大きな事故だったりとか。普

通に運転するときにも、体調が悪くて事故をし

たりとか、本当に危険だと思っておりますので、

体調も含めて、どうやってチェックしていくの

か。よく交通事業者では、飲酒をしっかりチェッ

クしないと運転させないとか、そこまで厳しく

やっているところもありますので、そういうこ

とをしっかり県のほうでも、今後こういう事故

が起こらないよう対応をしっかりやっていただ

くように。

これは、福祉保健部だけの問題ではなくて、

ほかの所属の課のほうにも、こういう事案があっ

たから、健康管理はどうやっていくのかという

のは、県全体で対応をしっかりやっていただく

ようにお願いしたいと思います。

○日高副委員長 疲れていて足に力が入らな

かったと。私も相当疲れたことは今まで経験が

あるけれど、足に力が入らなくなるまでなった

ことってないです。その方の年齢はわからない

ですけれど、それは80時間を超えるような過剰

残業とかを繰り返しやっていたとか、そういっ

たところにもつながってくる問題だなと思うん

です。疲れているわけです。延岡から日向出張っ

て、それは出張とは言わんぐらい。だからその

辺って大丈夫なんですかね。

○横山福祉保健課長 当日の本人の職務状況に

つきましては、事務を行った後に、午後から出

張しまして、日向で日向保健所の職員と事業所

を何カ所か回って、日向市内では別の職員が運

転していたんですけれど、仕事を終わらせて日

向保健所から帰ってくるときに、非常に体調が



- 24 -

平成30年６月20日(水)

悪かったということのようです。

ただ、本人もなぜブレーキが踏み込めなかっ

たのかわからないということで、こういうこと

もあるのだということを、私たち管理者の立場

でもしっかり職員の体調については気をつけな

いといけないし、運転をするのは、それだけ責

任があるんだということを日ごろからしっかり

指導していきたいと思います。

それから、残業とか、職務が大変きつかった

のではないかということに関しましては、特に

そういう話は聞いておりません。ただ、出張が

その前後には多かったということだけ聞いてお

ります。

○外山委員 要するに、よくある運転ミスじゃ

ないの、これ。操作ミスだよね。建物があって、

灰皿があるということは、車どめのところにと

めようとして、バックか前進かわらんけれど、

たまたま何らかの原因で踏み違いでぶつかった

わけでしょう。その理由に足が動かなかった、

そんなこと言うからおかしくなる。じゃなくて、

体調不良も何もない、要するに運転ミス、操作

ミスですよ。

事故というのはいろんな原因で起きるんだけ

れど、そこで足が動かないなんていうからおか

しい話になるので、要するに明らかに操作ミス

でしょう。聞いていておかしい。

○横山福祉保健課長 そうおっしゃるのはご

もっともなんですけれども、踏み違いではない

です。というのが、壁がそれほどはへこんでい

ないので。もし踏み違えたとしたら、相当へこ

んでいると思いますので。でも操作ミスである

ことは間違いなく、本人がブレーキを踏み込ま

なかったというところですので、そこはしっか

り本人も反省しておりますし、私どもとしても

反省して、今後の教訓にしたいと思っておりま

す。

○太田委員長 報告事項でその他何かありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 次のその他報告事項については、

午後から行いたいと思います。１時から再開を

することにいたします。暫時休憩をいたします。

午前11時49分休憩

午後１時３分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 午

前中の委員会におきまして、私の発言に誤りが

ございましたので、訂正をさせていただきたい

と思います。

先ほど、地域医療構想の取りまとめに関しま

して、30、31年度と発言をいたしましたけれど

も、29、30年の２カ年ということで訂正をさせ

ていただきます。大変申しわけございませんで

した。

○太田委員長 わかりました。

次に、その他の報告事項に関する説明を求め

ます。

○矢野障がい福祉課長 障がい福祉課から４点

御報告をさせていただきます。

まず、常任委員会資料の６ページをお願いい

たします。

手話言語等条例（仮称）の制定について御説

明をいたします。

まず、１の条例制定の理由でございますが、

平成18年に国連総会で採択されました障害者の

権利に関する条約や平成23年に改正されました

障害者基本法において、「手話は言語」であるこ

とが明記されますとともに、全国各地で手話の

普及・啓発や環境整備などに向けた条例の整備
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が進んでいるところでございます。

本県におきましては、平成28年４月に障がい

のある人もない人も共に暮らしやすい宮崎県づ

くり条例を施行いたしまして、言語に手話を含

むことを明記しますとともに、全ての障がい者

の意思疎通のための手段や情報の取得・利用の

ための手段について選択の機会が確保されるこ

とを求めているところでございます。

このような中、手話やその他の意思疎通のた

めの手段の普及や環境整備を図るための施策を

より一層推進するため、新たに条例を制定しま

して、障がいのある人もない人も安心して暮ら

すことのできる共生社会の実現を目指すもので

ございます。

次に、２の条例の概要案でありますが、（１）

の基本理念、（２）の県、市町村、県民、事業者

等の役割など、（３）の手話等を学ぶ機会の確保

や人材の養成、手話やその他の意思疎通手段の

普及・啓発などの関連施策について盛り込む予

定としております。

３の今後のスケジュールですが、障がい者団

体や市町村などとの意見交換を行いながら条例

案を作成しまして、10月には障がい者団体、学

識経験者などから構成されます県障害者施策推

進協議会からの意見聴取、12月にはパブリック

コメントの実施など、各方面からの幅広い御意

見をお伺いするとともに、ここの委員の皆様方

の御指導や御意見をいただきながら、平成31年

２月議会に条例案を提案させていただくことを

考えております。

手話言語等条例（仮称）の制定については以

上であります。

続きまして、常任委員会資料12ページをお願

いいたします。

平成30年度に策定・見直し予定の主な計画に

ついてから宮崎県障がい者計画の策定について

まで、御説明させていただきます。

１の策定の理由でありますが、県障がい者計

画は、障害者基本法第11条の規定に基づき定め

ております、本県における障がいのある方のた

めの施策に関する基本的な計画でありまして、

現行計画の計画期間が今年度で満了しますこと

から、平成31年度からの新たな計画を策定する

ものでございます。

２の計画の概要等でございますが、（１）にあ

りますとおり、計画期間は平成31年度から35年

度までの５年間としております。

（２）の計画の趣旨でございます。

本計画は、この３月に国が策定いたしました

第４次障害者基本計画を踏まえまして、本県の

取り組むべき施策等を関係機関と連携して推進

するために策定するものでございます。

（３）の主な内容案でございます。

国の基本計画を踏まえまして、「安全・安心な

生活環境の整備」や「防災、防犯等の推進」、「差

別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止」な

どの実施方策について定めることとしておりま

す。

３の今後のスケジュールでございます。

これから県内の障がいのある方々へのアンケ

ート調査の実施、分析を行いまして、その結果

等を反映させた計画素案を作成し、10月には県

障害者施策推進協議会からの意見聴取、12月の

パブリックコメントの実施など、各方面からの

御意見を伺いますとともに、委員の皆様方の御

指導、御意見をいただきながら計画を策定して

まいりたいと考えております。

障がい者計画の策定については以上でござい

ます。

引き続き、13ページをごらんください。
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宮崎県発達障がい者支援計画の策定について

であります。

１の策定の理由でありますが、県発達障がい

者支援計画は、発達障害者支援法の基本理念に

のっとり、本県におけます発達障がい児・者支

援施策の一層の推進を図ることを目的とした計

画でございまして、現行計画の計画期間が今年

度で満了しますことから、平成31年度からの新

たな計画を策定するものでございます。

２の計画の概要等ですが、（１）にありますと

おり、計画期間は、平成31年度から35年度まで

の５年間でございます。

（２）の計画の趣旨ですが、本計画は、発達

障がい児・者が未就学期、就学期及び就労期の

各ライフステージに応じ、一貫した支援体制の

もとで必要な支援が受けられるよう、本県の取

り組むべき施策等を関係機関と連携して推進す

るために策定するものでございます。

（３）の主な内容案でありますが、現行計画

の内容も踏まえまして、「早期発見・早期療育の

推進」や「各ライフステージにおける支援」、「全

ライフステージを通じた継続支援」、「発達障が

いへの理解促進」などの実施方策等について定

める予定としております。

３の今後のスケジュールでございますが、県

障がい者計画と同様に、県内の発達障がいのあ

る方々へのアンケート調査の実施、分析を行い

まして、その結果などを受けて計画素案を作成

し、10月には県発達障がい者支援地域協議会か

らの意見聴取、12月にはパブリックコメントを

実施するなどして広く御意見を伺いますととも

に、委員の皆様方の御指導をいただきながら計

画を策定してまいりたいと考えております。

発達障がい者支援計画については以上でござ

います。

続きまして、16ページをお願いいたします。

大きな４番、国民文化祭及び全国障害者芸術

・文化祭開催準備の進捗状況についてでござい

ます。

平成32年秋に本県で一体的に開催いたします

国民文化祭と全国障害者芸術・文化祭につきま

しては、これまでも、当課とみやざき文化振興

課の連名で、本委員会と総務政策常任委員会に

報告してまいっております。今回は、現在の進

捗状況について、それぞれの委員会で報告する

ものであります。

まず、１の県実行委員会第３回総会の概要で

あります。

昨年、両大会の準備、運営等を行うことを目

的としました実行委員会、これは第35回国民文

化祭宮崎県実行委員会及び第20回全国障害者芸

術・文化祭実行委員会の合同の実行委員会にな

りますが、それを設立いたしまして、その第３

回総会を（１）の開催日、場所にありますとお

り、５月28日に開催したものでございます。

県議会からも、議長に副会長として、厚生常

任委員長、総務政策常任委員長、文教警察企業

常任委員長に委員として御出席いただいている

ものでございます。

（２）の主な内容ですが、第３回総会では、

①大会のロゴマークについて、②の実施計画案

の策定について、③の広報計画について御審議

いただき、それぞれ承認をいただいたところで

ございます。

まず、①の大会ロゴマークについてでありま

すが、17ページをごらんいただきたいと存じま

す。カラーで刷っております、上にありますマ

ークが大会のロゴマークに決定いたしました。

このページの一番下の６作品説明についてにあ

りますとおり、このロゴマークは、人と人がつ



- 27 -

平成30年６月20日(水)

ながり、手を取り合って文化が生まれていくと

いうイメージを水引をモチーフにデザインされ

たものでございます。神話の源流みやざきらし

く、和をコンセプトに水引を用い、水引の周り

には宮崎の青空を配置しております。また、ダ

イダイ色は神社、青色は海、緑色は豊かな自然、

黄色は太陽をイメージしておりまして、太古か

ら受け継がれてきた日本文化のすばらしさを再

認識し、新たな文化や価値観が生まれていくこ

とを表現したものでございます。

このロゴマーク決定までの経緯でございます

が、１の募集期間のとおり、昨年11月から本年

１月まで募集を行い、２にありますとおり、382

点の応募がございました。その中から１次選考、

２次選考を行い、最終的に、５にございますと

おり最優秀賞受賞者であります、かわぐちまい

さんがデザインされたこのロゴマークに決定し

たものでございます。

16ページにお戻りいただきます。

（２）の主な内容の②実施計画案の策定につ

いてでございます。

大会の構成は、アの県実行委員会主催事業と

イの市町村実行委員会主催事業がございます。

アの県実行委員会主催事業といたしましては、

プレフェスティバルや開・閉会式といった（ア）

の総合フェスティバル、それから（イ）のシン

ポジウム・イベントを開催することとしており

ます。具体的なプログラムの内容については、

現在、検討中でございます。

また、イの市町村実行委員会主催事業といた

しましては、市町村と文化団体等が連携して行

います分野別フェスティバルを全市町村で実施

することとしております。

次に、③の広報計画ですが、プレイベントの

開催や、先ほど御説明いたしました大会ロゴマ

ークなどを活用しました広報展開を行いながら、

大会の周知や機運の醸成を図ることとしており

ます。

このような内容で、大会の実施計画を策定し

ていくこととしているところでございます。

最後に、２の今後のスケジュールですが、今

年度は、８月に国の実行委員会で基本構想の承

認をいただきながら詳細を固めてまいることに

なります。

来年度以降ですが、31年度に県実行委員会で

実施計画の決定と国の実行委員会での承認、32

年度の秋、10月17日から12月６日までの51日間

で国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭を一体

的に開催するという予定になっております。

障がい福祉課については以上でございます。

○永野感染症対策室長 14ページにお戻りくだ

さい。

感染症対策室から宮崎県新型インフルエンザ

等対策行動計画の変更について御説明いたしま

す。

まず、１の変更の理由でありますが、本計画

は、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づき定めているものでございます。平成29年９

月の新型インフルエンザ等対策政府行動計画の

変更及び県の組織改編等による修正とあわせて

変更を行うものであります。

２の（１）の計画の目的についてであります

が、本計画は、新型インフルエンザ等が発生し

た場合、大きな健康被害が生じ、これに伴う社

会的影響も懸念されますことから、発生した場

合に県民の生命と健康を保護し、県民生活及び

経済への影響を最小にすることを目的にしてお

ります。

（２）の計画の期間につきましてでございま

すが、終期の設定はございませんで、政府行動
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計画の変更があった場合に県の計画も変更する

というものでございます。

（３）の本計画の構成ですが、実施体制、医

療体制などの分野別の対応と発生段階別の対応

を記載したものとなっております。

（４）の変更の内容でありますが、政府行動

計画の一部変更に伴う抗インフルエンザウイル

ス薬の備蓄目標量に関する記述の修正と関連法

令の一部改正を踏まえました文言の整理、修正、

また、県の組織改編等によります部署名称等の

修正でございます。

３の変更スケジュールですが、宮崎県医師会

や関係機関、市町村等に御意見を伺いまして、

１月に県の感染症対策審議会で御審議いただき、

２月に計画の変更を行い、３月に本常任委員会

で御報告させていただく予定としております。

説明は以上でございます。

○橋本こども家庭課長 こども家庭課でござい

ます。私から２件御報告をさせていただきます。

厚生常任委員会資料の７ページをお開きくだ

さい。

青少年自然の家の指定管理者の第四期指定に

ついてでございます。

当課で所管しております青少年自然の家につ

きましては、指定管理者制度により管理運営を

行っておりますが、今年度で指定管理期間が終

了しますことから、次年度以降の第四期の指定

管理者の指定を行うことについて御報告をさせ

ていただきます。

まず、１の第三期の管理運営実績についてと

いうことで、現在の指定管理の状況について御

説明いたします。

（１）指定管理業務の概要であります。

施設名は青島、むかばき、御池の３つの青少

年自然の家であります。設置目的は、青少年の

健全育成を図るための集団宿泊研修施設でござ

いまして、現在、学校法人宮崎総合学院が指定

管理者として管理運営を行っております。指定

期間は、平成26年度から今年度までの５年間で

す。

次に、（２）の施設利用状況です。

この表の下のほうに太い線で囲んでいる部分

が３施設の合計でございますが、その一番右端

の欄が平成29年度の実績となります。利用団体

は1,428団体、延べ利用者数は12万9,097人となっ

ており、この３年間の平均では、年間1,425団体、

約13万2,000人が利用をしております。

（３）は施設収支状況であります。

表の下の太い枠の部分に３施設の合計を示し

ておりますが、その一番右端、平成29年度の収

支は、収入が２億8,298万5,000円、支出は２

億8,282万8,000円で、収支差額は15万7,000円と

なっております。その前の２年間も収支は黒字

ということになっております。

８ページをごらんください。

（４）利便性やサービス向上、利用者増の取

り組みを明記しておりますが、１年間365日年中

無休で運営していることや送迎バスの運行等の

取り組みがなされているところでございます。

（５）の評価につきましては、利用者の利便

性の向上に努め、主催事業を積極的に実施する

などしておりまして、利用者の満足度は高く、

おおむね施設の目的に沿った適正な管理運営が

なされているということで評価をしております。

次に、２の第四期の募集方針案について御説

明いたします。

まず、（１）業務の範囲でありますが、①から

⑤にお示ししておりますとおり、３つの青少年

自然の家の利用、維持及び保全、自然体験活動、

研修活動等を業務としております。
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次に、（２）の指定期間でありますが、平成31

年４月１日からの５年間としております。

次に、（３）の基準価格でございます。

今回は、年額を２億8,981万1,000円としてお

りまして、第三期の基準価格と比較して1,471万

円の増となっております。この理由は、消費税

率の引き上げや修繕費の増額を見込んだこと等

によるものでございます。

次に、（４）の利用料金であります。

利用者から徴収する利用料金は、指定管理者

の収入といたしますが、その総額が644万円を上

回った場合には、その上回った額の２分の１を

県に納付させることとしております。ちなみに

この644万円は、過去３年間の利用料金実績の平

均額から算出したものでございます。

次に、（５）募集概要であります。

募集期間は７月２日から９月３日までの約２

カ月間とし、県公報、県庁ホームページのほか、

新聞・テレビ等で広報を行うこととしておりま

す。

９ページをごらんください。

（６）資格要件でございます。

①から⑧に記載した８項目を資格要件として

おります。これらは、指定管理者制度を所管す

る人事課行政改革推進室が示した内容に準じた

ものでございます。

次に、（７）選定であります。

①選定の流れにつきましては、まず、当課に

おいて書類審査を行った後に、外部委員で構成

する指定管理候補者選定委員会において、プレ

ゼンテーション及びヒアリング等による審査を

行い、指定管理者の候補者の案を決定します。

その後、県関係部局の部課長で構成する指定管

理候補者選定会議の確認を経て指定管理候補者

を選定することとしております。

指定管理候補者選定委員会の委員は、②の表

に記載しております学識経験者や施設利用者の

代表者とし、指定管理候補者選定会議について

は、③の表に記載した構成としております。

10ページをごらんください。

（８）の選定基準であります。

選定基準は、①運営に関する基本方針が示さ

れ、平等な利用が確保されていること、②施設

の効用を最大限に発揮するものであること、③

管理運営に係る経費の縮減を図るものであるこ

と、④経理的基礎及び管理能力を有すること、

⑤地域経済への配慮など地域貢献の取り組みが

図られていることの５項目としております。

次に、（９）の審査項目・配点でございます。

ただいま説明いたしました５つの選定基準に

関するそれぞれの審査項目と配点をこの表のと

おり行うこととしております。配点の合計得点

は100点としているところでございます。

なお、選定委員会におきましては、採点合計

が選定基準の総配点の６割以上の点数を取るこ

とを選定の前提条件といたしております。

11ページをごらんください。

３のスケジュールでございます。

６月５日に１回目の指定管理候補者選定委員

会を開催いたしまして、ただいま御説明した内

容のところでございます第三期の管理運営実績

の検証ですとか、第四期の募集方針案等につい

て検討を行っていただきまして、御承認いただ

いたところでございます。

今後、７月２日から２カ月間募集を行い、９

月中旬に書類審査、９月下旬に第２回指定管理

候補者選定委員会、それから10月の上旬に指定

管理者選定会議での確認を経て、指定管理候補

者を選定した上で、11月県議会に指定管理者指

定議案を提出することといたします。議会での
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議決をいただいた後に指定管理者の指定を行

い、31年４月から新しい指定管理者による業務

の開始を予定しているところでございます。

青少年自然の家の指定管理者の指定について

の説明は以上でございます。

続きまして、常任委員会資料の15ページをご

らんください。

第４次ＤＶ対策宮崎県基本計画の策定につい

てでございます。

まず、１の策定の理由であります。本計画は、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律、いわゆるＤＶ防止法により各都道

府県において策定することが義務づけられてい

るものでございまして、参考で記載しておりま

すとおり、平成18年に本県の第１次計画を策定

し、これまでに２回の改定を行ってきておりま

す。現在の３次計画の期間が今年度末で終了し

ますことから、31年度からの新たな第４次計画

を策定しようとするものでございます。

次に、２の計画の概要等でありますが、（１）

の計画期間は、平成31年度からの５年間として

おります。

（２）の計画の趣旨でありますが、ＤＶ防止

法において、都道府県は国の基本方針に即して、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施に関する基本的な計画を定める

こととされておりますことから、国や本県のＤ

Ｖに関する現状を踏まえた上で、今後５年間の

本県におけるＤＶ対策の基本的な方向と具体策

を示すために新たな基本計画を策定するもので

ございます。

（３）の主な内容でございますが、現在の計

画を見ながら、ＤＶを許さない社会づくり、被

害者が安心して相談できる体制づくり、被害者

の迅速かつ安全な保護、被害者の自立の支援、

関係機関との連携協力等の５つを主な柱として

構成することを考えてございます。

３の今後のスケジュールでございますけれど

も、今議会終了後にＤＶ被害者保護に取り組ん

でいる機関や団体で構成されていますＤＶ被害

者保護支援ネットワーク会議から意見を聴取す

るなどしまして計画の素案を策定し、11月定例

県議会の厚生常任委員会におきまして、計画素

案について御説明をしたいと考えております。

その後、パブリックコメントを実施し、広く県

民の御意見を伺うとともに、ネットワーク会議

からも意見を聴取した上で計画案を作成し、３

月の厚生常任委員会に御報告をしたいと考えて

おります。

今後、委員の皆様方からの御指導や御意見を

いただきながら、今年度中の計画策定を目指し

てまいりますので、よろしくお願いをいたしま

す。

説明は以上であります。

○太田委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○岩切委員 ７ページの青少年自然の家の指定

管理者の第四期指定についてでありますが、こ

れまでの実績などを御報告いただきました。そ

れで約13万人近い延べ利用人員があるんですけ

れども、利用者は小学生、中学生、高校生など

の子供たちという認識でおるんですが、それ以

外にもいらっしゃるのかどうかを教えてくださ

いませんか。

○橋本こども家庭課長 青少年自然の家でござ

いますので、幼稚園、保育園、それから小、中、

高校生が利用者の約85％を占めてございます。

それ以外でいいますと、成年団体ですとか、あ

るいは一般企業の研修とかにも使われておりま

すし、保護者の方々、ＰＴＡ関係団体からも利
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用いただいているところでございます。

○岩切委員 ありがとうございます。障がいを

持つ車椅子のお子さんが非常に使いにくいとい

う話を一度聞いたことがあって、現場のほうで

改善が可能かという話をしたら、まず無理だと、

受け入れがたいというような話があったんで

す。85％の小、中、高、幼稚園生含めて、そう

いう支援学校等、また支援を要するお子さん方

の利用というのは、現実的にどんなぐあいです

か。

○橋本こども家庭課長 障がいをお持ちの方の

利用実績というところにつきましては、済みま

せん、状況をつかんでございません。

確かに３つの施設は古うございまして、青島

少年自然の家では、車椅子等障がいを持ってい

らっしゃる方の利用はまず難しいかなと思いま

す。あと、御池、それからむかばきにつきまし

てはスロープがございますので、スロープを使っ

て移動いただくというところは物理的には可能

かと思いますが、何せ施設が古うございまして、

その中で不自由なく宿泊研修ができるかという

と、なかなか難しい現状であろうというふうに

思います。

○岩切委員 インクルーシブとか横文字をよく

使うんですけれども、障がいのある子もない子

も包摂した育ちを保障していこうという流れに

あるんだろうと思うんです。例えば、学校で下

肢機能だけに障がいがあるお子さんが一般の小

学校、中学校にいらっしゃるとしたら、そのお

子さんに配慮して自然の家は使わない、使えな

いとなれば、それはよろしいことではないなと

ずっと感じていまして。ただ、建物をどうこう

という議論ですから、それはお金のかかること

で、すぐすぐには解決はしないんですけれども。

今般、こうやって青少年自然の家の指定管理に

ついて議論をするに当たって、ありようという

ものは何かどこかで議論されるものなんでしょ

うか。

○橋本こども家庭課長 今の委員の御質問は、

今回の指定管理者の指定という手続の中で、青

少年自然の家のありようも含めた管理者の指定

というふうなことで理解してよろしいでしょう

か。

○岩切委員 ちょっと違って、今の現状の建物

での指定管理者はこれで決めていくというのは

理解させていただくんですが、こういう青少年

の健全育成をするための集団宿泊研修施設とし

ての今の現状は、ありようとしていいのかどう

かという根本をどこで議論していくのかなと。

ちょっと素朴な質問になってしまうんですけれ

ども。

○橋本こども家庭課長 今御質問があった件に

つきましては、これまで当課において十分な検

討がなされていたかというと、私はそういった

ところは聞いておりません。

今回、５年間指定管理をお願いするところで

ございますけれど、いわゆる施設の老朽化といっ

たところがございます。今後どうしていくかと

いうところがございますので、その中で、今、

岩切委員の言われた視点というのは検討してい

く必要があるのかなと考えているところでござ

います。

○岩切委員 ちょっと報告の内容と論点がずれ

て申しわけない。ただ、青少年の健全育成を図

るための県の施設として、ありようがどこかで

議論されないといけない。それは同じ福祉保健

部で障がいのある人もない人も共に暮らしやす

い宮崎県づくり条例をつくって、誰もがどこで

もしっかり利用できる環境をつくろうじゃない

かという姿勢でおる中で、県が子供を健全に育
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成する場として提供する施設が、障がいのある

子は利用しがたいということで終わっていって

はいけないなという思いがありまして。ただ、

急にできるものではないことは当然理解してい

ますから、議論をどこでしたもんかなというよ

うなところでちょっとお尋ねしました。

ただ、現実に利用実績等も把握されていらっ

しゃらない。もしかしたら、頑張って子供同士、

付き添い、または学校の先生方が支えるなり抱

えるなりして一緒に利用しようという気風もあ

るのかもしれません。そういうところもあるか

もしれない。ただ、支援学校の仲間からは、支

援学校としては使えませんでしたということで、

それはほぼ全員が介助を要する状態では、青島

は使えないという趣旨はそのとおりだろうと思

いました。だからそういうことをちょっと聞き

たくてお尋ねしました。

この指定管理者を決めるという御報告とは論

点がずれて申しわけなかったんですけれども、

ぜひどこかで御議論いただけたらなと。老朽化

しているということでもありますので、県が保

持し続けるべき施設であるとすれば、どこかが

議論しないと始まらないかなと感じているもの

ですから。

ちょっと話題を変えて、基準価格を引き上げ

ていただいて大変ありがたいと思っています。

一般質問でもこれがなかなか固定的なために、

そこで働く人の給料も上昇させにくいという話

を別の場でも聞かせていただいたことがあった

もんですから。ただ、増減理由として消費税率

変更、修繕費の見直しとしかないんですが、昨

今の労務費単価の引き上げ云々が、この中に含

まれていないとすれば、それはいけないなと思

うんですけれども、そのあたりの御判断はいか

がだったでしょうか。

○橋本こども家庭課長 基準価格を設定するに

当たりましては、財政当局とも協議した上で行っ

ております。人件費につきましては、県の職員

として任用した場合に、この職位であればどれ

に相当するだろうといったところで想定をした

上での人件費の算定を行っておりますので、そ

ういう意味では適正な人件費の算定がなされて

いるものと理解しております。

○岩切委員 改めて申し上げておきたいんです

けれども。実は昨年、具体的にこの青少年自然

の家のということでお尋ねして、総務部長さん

がたしかお答えしたと思うんです。そこでやっ

ぱりこういう業務に従事される方が年々技術を

向上させているというものに対しては、適切に

対応した基準額を設定しないといけないと思う

というような趣旨の御回答があったと思ってい

ます。

ただ、これから同じ事業体が受けるかどうか

は不明なので、そこは何とも言えないんですけ

れども、同じ事業体がその技術を生かして引き

受けるとすれば、中に入っている人が子供に対

応していくに当たってとても技能がすぐれてい

るとしても、それは受託事業者内部で努力せざ

るを得ない問題、いわば賃金引き上げは容易に

はできないということになってしまうような気

がするので。財政当局の判断もあるんですけれ

ども、そこはこれから青少年自然の家に期待す

る、業務として高めていくんだという思いが担

当課のほうにあれば、もっと高い報酬を準備し

ないといけないと思うということをさらに主張

していただきたいなと思っております。そこが

反映されないまま基準単価、価格を決めておら

れるということであれば、永遠に厳しい条件で

働かざるを得ないのかなと感じるもんですから。

その辺いかがですか。
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○橋本こども家庭課長 委員のおっしゃること

はよく理解できるところでございまして、財政

当局とのやりとりで、私どもとしては、こうい

う特別な青少年の教育という部分で非常に指導

力とかを有する立場の職員がいる職場だという

説明をさせてはいただいているところでござい

ます。

今回、こういう基準額になりましたけれども、

今後も引き続き、そこのところは十分に踏まえ

た上で検討していきたいなと思います。

○岩切委員 基準価格については柔軟に考えて

いきたいとの答弁があったと記憶していますの

で、今回の募集方針の案としてはこうだという

ことでございましょうけれども、やっぱり状況

を見て、必要なときには積極的に担当課のほう

から、担当としてこの全体的な基準価格の引き

上げについて契約期間中においてでも努力いた

だきたいなというふうに要望させていただきた

いと思っております。どうぞよろしくお願いし

ます。

○丸山委員 まず、７ページの利用者を見たと

きに、青島はかなり順調に伸びているんですが、

むかばき、御池のほうがどんどん利用者が少な

くなっているのは、何か理由があるのか。老朽

化が著しいからということなのか、何が理由と

思っていらっしゃるのか、まずお伺いできれば

なと思っております。

○橋本こども家庭課長 むかばきが少しずつ

減っております。このところの状況を見てみま

すと、むかばきでいうと、平成28、29を見ると、

団体数はふえているんだけれど利用者数が減っ

ている状況でございます。これにつきましては、

一つは大口の団体が減ったというところで認識

をしております。

あと御池につきましては、やはり新燃岳の噴

火の影響によるキャンセル等もございまして、

減っている状況でございます。

その御池が減った部分を青島のほうに変更し

たりという部分があって、青島のほうがプラス

になっているところもあるというふうに認識し

ているところでございます。

○丸山委員 あと、修繕費の見直しとあるんで

すが、よく大規模修繕は県が負担するとか何か

いろいろあると思っているんですが、その辺を

全て指定管理の中にぶち込んでいるというイメ

ージなのか。この辺もう少し説明していただく

とありがたいかなと思っているんですが。

○橋本こども家庭課長 指定管理者との間で50

万円までの修繕費については、指定管理者のほ

うで指定管理料の中から負担をしてやっていた

だくというふうにしているところでございます。

しかしながら、施設の老朽化等によりまして、

今見込んでおります施設修繕費につきましては、

それを上回る修繕費が実績としてございました

ものですから、そこら辺をカバーするために、

いわゆる50万円以下の修繕費につきまして増額

をしたということでございます。

○丸山委員 実績は具体的にはどれぐらい。50

万円以下が何件あって、どれくらいの実績があっ

たからこうなったという説明ができれば教えて

いただくとありがたいと思っているんですが。

○橋本こども家庭課長 済みません。具体的な

件数については持ち合わせておりませんが、昨

年度までの現行の指定管理契約の中では、この

修繕費50万円までの指定管理者負担といったも

のにつきましては600万円を見込んでおったとこ

ろなんですが、今回は倍の1,200万円としたとこ

ろでございます。

○丸山委員 年間に1,200万円ぐらい修繕費がか

かっていたということでよろしいんでしょうか。
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○橋本こども家庭課長 そのとおりでございま

す。

○丸山委員 あと、人口減少とか少子化の影響

で数が減ってきているのかなと思いつつ、さっ

き団体の数はふえるけれども、１組当たりの人

数が減ってきていると。これは、少子化の影響

というふうに理解したほうがいいのか。今後、

この人数の利用があるのか。５年間という長い

スパンで考えているもので、現場の声等を踏ま

えて、この自然の家を今後どういうふうに使っ

ていくのかなと思っていまして。今85％が子供

たちですが、それが80％とか70％になってしまっ

て、一般の方がふえていく、もっと使ってもい

いですよというふうになっていくのか。名前が

青少年の家なものですから、ちょっとどうなの

かなと。今後の予測も踏まえてお伺いできれば

なと思っているんですが。

○橋本こども家庭課長 利用者数でいいますと、

平成18年度にこの指定管理者制度を導入してい

ます。その前が、いわゆる県が直営でやってい

たときが12万1,000人ぐらいでございます。18年

度から指定管理制度を導入しまして、一番利用

者数が多かったのが平成20年度の16万8,000人で

ございます。23年度に新燃岳の噴火等で11万人

に落ち込みましたが、24年度以降は13万人台で

ずっと推移をしておりまして、29年度に12

万9,000人となったところでございます。こうい

う経緯を見てみますと、おおむね13万人台で推

移をしてきているところでございますので、今

後は少子化の影響で少しずつ少なくなっていく

のかなと思いながらも、ある程度この13万とい

うところの数字は利用がなされるのではないか

なという見込みを持ってございます。

あと、青少年以外の方々への利用につきまし

ては、少しずつそういう青少年以外の利用も受

け入れるようにしておりますので、そういった

ところについても広く、青少年の利用がない場

合に活用いただくようなところは、新たな指定

管理者と話をしながら、その広報といったとこ

ろについても取り組んでいく必要があるのかな

と考えております。

○丸山委員 障がい福祉課のほうで、宿泊施設

アクセシビリティ推進事業というのをやってい

るんですが、先ほど岩切委員が言ったように障

がい者がなかなか使いにくいということであり

ますので、いつかはしっかりそういったものも

踏まえて。障がいに優しいまちづくりとかやっ

ている割にはちょっと物足りないのかなという

のがあるもんですから。その辺のしっかりした

大規模改修とかいうのもいずれは入れていかな

いといけないというふうに想定しているのか、

県として、この自然の家を今後どういうふうに

生かすのかというのを検討されていれば教えて

いただきたいと思っているんですが。

○橋本こども家庭課長 今後、青少年自然の家

をどうしていくかというところについては、現

時点では具体的な検討は行っておりません。

ただ、公有施設の今後のあり方について、県

全体で今見直しをしているところでございます。

平成30年度にその計画をつくることになってお

りますので、それに向けてどうしていくかといっ

たところの検討を真剣に考えていかなければな

らないのかなと思っているところでございます。

○丸山委員 お願いします。

○日高副委員長 利用者が少なくて、いわゆる

指定管理料がすごく多い。だから、民間委託じゃ

なくて指定管理者だということだと思うんです

けれど。この施設の必要性はあると書いていま

すよね、評価は高いということであるんですけ

れど。実質、将来的にそのバリアフリーの構想
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もないわけですよね。国体に向けての巨額な予

算は使う。どっちが事業の妥当性から順位が高

いかというと、国体の施設が高いとなるわけで

すよね、場合によっては。

だから、最終的にこの青少年自然の家という

のは、淘汰される可能性が高いなと感じたんで

すけれど。その辺もわかるんですよね、公共施

設でバリアフリーがないって。多額の予算がか

かる、ありませんという説明があったんですけ

れど、その説明自体が私はどうもおかしいと思っ

てですね。やっぱりそういう方向になっていく

のかなと。必要性は将来的に低いなと見たんで

すけれど、その辺はどう考えていますか。

○橋本こども家庭課長 御指摘のとおり、いわ

ゆる障がい者が十分に利用できる施設ではない

というところは非常に重く受けとめているとこ

ろでございます。

しかしながら、本来この青少年自然の家とい

うものは、自然環境豊かな中での体験学習、宿

泊学習を通して社会性だったり協同性だったり、

そういったところを育てていこうという施設で

ありまして、この施設の存在意義はすごく大き

いと私は思っております。ですから、この施設、

今後の財政事情でなかなか厳しい部分はござい

ますけれども、やはりこの青少年の社会教育施

設、健全育成の施設というところでの位置づけ

は重いと思いますので、今後どうしていくかと

いったところについては、部全体、県庁全体で

考えていかなければならないところかなと思い

ます。担当課長としましては、そういったとこ

ろも踏まえながら関係部局と協議をし、今後の

あり方について考えていきたいなというふうに

思います。

○日高副委員長 だから、やっぱり子供たちの

利用数をふやさないかんと思うんですよね。先

ほど言った、必要性ってなるとふやさないと。

利用はこれぐらいで推移するわというよりも、

やっぱり学校の生徒に使ってもらわないといか

んわけですよね。だから、その頻度を教育委員

会とも連携しながら。先ほど課長さんが言われ

た自然学習とかですよ、そういうのはすばらし

いんだとなれば、今は固定して小学校何年かの

ときに行くわけですね。毎年は行かないんです

よ。１年生から６年生まであって、毎年は行か

ないです。小学校４年とか、決まっている学年

しか行かないわけですね。だからそれをもっと

ふやして、４年と５年と６年で３年間行きましょ

うとか、その辺もいろんな工夫をしながらすれ

ば、県庁の中で連携をとれば、おのずとふえて

くる可能性はすごく高いんで、その辺は工夫し

てもらいたいんですけれど。

○橋本こども家庭課長 ありがとうございます。

済みません、学校としての利用もございますが、

今指定管理者においては自主事業ということで、

自主企画事業をいろいろと考えてもらっていま

す。いわゆる学校とか団体とかが参加するので

はなくて、一般の方々に、どうぞこういう事業

をやりますから来てくださいというふうなこと

で自主事業を企画して、各小中学校にチラシを

配布したり、そういったところでの利用の促進

をしているところでございますので、もっと工

夫といいますか、しっかりやっていく必要があ

るのかなと感じたところでございます。

○川野福祉保健部長 青少年自然の家のあり方

について、今いろいろ御意見をいただいている

ところなんですけれど、基本的に考えまして、

福祉保健部が所管する公共施設はバリアフリー、

ユニバーサルデザインが基本的なスタンダード

だと思います。それがやはり予算的な問題、操

業年数の問題で実現されていない施設がござい
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ます。それはやはり障がい者の差別解消条例も

できましたので、これを機に、少なくとも福祉

保健部が所管する施設につきましては、全部洗

い出して、一つ一つ検証して、できるところか

ら一つ一つ、やはり障がいのある方、ない方全

てが利用できるような施設の実現に向けて、部

として取り組んでいかなくてはいけないと思い

ます。

今回御意見をいただきましたので、今度また

指定管理者がかわりますのを機に、この３つの

青少年自然の家について、ハード面も含めて、

きちっとそのあり方を検討しまして、大規模修

繕が何年おきに必要なのか。今、総務部のほう

では長寿命化というのをやっているんですね。

長寿命化も必要なんですけれど、バリアフリー

ができていない施設については基本的にバリア

フリーをやっていく。そして、人口が減少して

いく、少子化が進んでいく中で、この施設を有

効利用していただくためには、今後は大人の方

もしくは障がい者の方、そして高齢者の方、誰

もがこの施設を利用できるような形に向けてい

かないといけないというふうに考えております。

それを一つ一つ丁寧に議論して、総務部とも、

教育委員会とも協議しながら、望ましい形に部

として取り組んで検討していきたいと思います。

○日高副委員長 ありがとうございました。

○山下委員 御池ができたのは何年ですか。

○橋本こども家庭課長 御池少年自然の家は、

平成３年の10月でございます。

○山下委員 昭和40年代に当時青年団活動が組

織化されていまして、我々が青年団活動をして

いるときに声がかなり上がったんですよ。青少

年のそういう憩いの場所をつくってくれという

ことで。そこから声が上がって、松形知事時代

かな、これができたと思うんですが。当初から、

これの所管は福祉保健部がしていましたか。教

育委員会じゃなかったかな。いつかわったんで

すか。

○橋本こども家庭課長 むかばき青少年自然の

家と御池青少年自然の家につきましては、平成17

年度までは教育委員会の所管でございました。

平成18年度に指定管理者制度を導入するときの

タイミングで、青島と含めて３つの青少年自然

の家については窓口の一本化ということで、当

課のほうで３つの施設を所管することになった

ところでございます。

○山下委員 部長が指定管理者が今度かわると

言われた。多分、かわらないと思うんですよ。

宮崎総合学院。前回、僕もいなかったんで入札

がどうなっていたかわからんけれど、ほとんど

この指定管理者というのは継続してずっと来る

んですよ。よっぽど新しい執行部側と指定管理

者側とで時代のニーズに合った議論を深めてい

かないと、なかなか人口減少やら、もう今子育

ても多様化している中で、本来の目的というの

がどうなのかなと。その思いがどうしても我々

も見通せない問題があるし、そのことも踏まえ

てしっかりと議論する土台になればいいなと思

うんですよね。ありきじゃなくて。もう一回議

論の必要性というのがあるのかなと思うんです

けれど。

○川野福祉保健部長 ありがとうございます。

当初できた当時から、やはり社会情勢が変わっ

てきておりますし、人口の構成も変わってきて

おります。やはりニーズに合った形での施設の

あり方というのは重要でございまして、しっか

りとまた新しい期に向けて、このあり方につい

ては部局横断的に検討を進めていきたいし、議

論を進めていきたいと思っています。

○山下委員 ぜひ検討していかないと。我々の
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代が第１次の戦後のベビーブームですよね。第

２次世代がもう40代だろうと思うんですよ。そ

の次の世代、もう年代がずっと変わってきてい

るわけですから。だから、私たちの子育ての時

期には非常に必要性があったと思うんですよ。

今、40歳前後の子供たち。だけれど、それから

また時代が二十数年変わってきて、青少年に絞っ

た場合に、第３世代が本当に今、どれぐらいこ

この利用価値を求めているかですよね。だから

部長が言われたように、幅広い利用のあり方と

か、そこ辺は施設の改修等もひっくるめて、基

本的に見直さないといけないのかなと思います

けれどね。

○日高副委員長 稼働率ってあるんですか。

○橋本こども家庭課長 稼働率というのは、い

わゆる定員に対する利用率、利用者の割合みた

いなことでございますか。

○日高副委員長 何曜日に動いているか。

○橋本こども家庭課長 365日オープンでござい

ます。

○日高副委員長 365日あいているけれど、実質、

その利用者が利用する日数は。

○橋本こども家庭課長 申しわけございませ

ん。365日オープンですけれども、副委員長のおっ

しゃるとおり、利用者が全くいない日もござい

ます。その日が何日かというデータについては、

今手元にございません。

○太田委員長 その他ありませんか。

○岩切委員 障がい福祉課のほうにお尋ねさせ

ていただきます。計画を２本つくられるという

ことですけれども、とりわけ発達障がい者支援

計画なんです。中身の話なんでやりにくいとは

思うんですが、知的水準に問題のない発達障が

いの方から、精神障害者手帳は嫌だと、そうい

うような趣旨の御意見をいただくことがよくあ

るんですね。精神障がいでもなくという立場だ

と思います。そういうような配慮がこの計画の

中でつくられていくことが望ましいなという思

いがあって、どこかで言おうと思うんだけれど

も、ただ、スケジュールを見ると、そういうの

を議場で注文つけない限りにはどこにもないな

と思いまして。結局は11月には素案という形で

でき上がった、関係団体から意見を十分聞いた

状態で出てくるので。どこでその辺の受けとめ

をしていただけるか。受けとめられないという

判断かもしれないんですけれど、段取りとして

はどんなぐあいですかね。

○矢野障がい福祉課長 発達障がい者支援計画

につきましては、まず、幅広く御意見を伺わな

ければならないというのが大前提としてござい

ます。それにつきましては、当事者の方々に対

するアンケート調査等、それと発達障がい者支

援地域協議会というのを持とうとしております。

これにつきましては、発達障がいの当事者の保

護者の方ですとか、それから発達障がいの方を

含めて支援をされている県の発達障害者支援セ

ンターやそれぞれの障害福祉サービスの事業所

の方などからなる協議会でして、そちらから御

意見を伺う中で、今委員がおっしゃったような

発達障がいの方の精神障害者福祉手帳は持ちた

くないという声も聞いている中で、どういった

形で切れ目のない支援をしていくかについて、

真摯に御意見を伺ってまいりたいと思っている

ところでございます。

○岩切委員 中身の問題なんでこれ以上は申し

上げませんけれど、十分声を拾っていただいて、

御準備いただけたらありがたいなと、そのほか

の計画書についても思うところです。

○丸山委員 去年すごくいっぱい計画が変更さ

れたときにもお願いしたんですが、今ある計画
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書等がどこまでちゃんと目標が達成できたのか

という検証を、できれば11月に素案を見せる前

に、９月とか少し早く、今こういう計画を立て

ていて、どこまで達成できていますとかいうの

を一回報告をいただければなと思っているんで

すが、それは可能でしょうか。

○矢野障がい福祉課長 現在の計画の進捗状況、

達成状況につきまして、11月議会より前に計画

素案の段階で、どちらかの閉会中の常任委員会

ですとか、そういった場面で御報告をさせてい

ただいて御意見を伺えればなというふうに思っ

ているところでございます。

○丸山委員 今説明された障がい福祉課以外の

計画も出ておりますので、そこを全てできれ

ば、11月前にちゃんと、どこまで達成できて何

が足りない、どうあるべきかというのをしっか

り説明をしていただくようにお願いしたいと

思っております。

○井上委員 今のことがとても大切だと思うん

ですよね。そこがないと、また同じようなこと

の繰り返しになってしまうので、そこは丁寧に

やっていただきたい。そして、両方ともアンケ

ート調査をするんですよね。アンケートの項目

は、そしてアンケートに答える人は、全く別な

のか。発達障がいの人も障がい者計画には大き

くかかわってくるわけで、その人たちも含めて

どうしていくのか。

先ほど、むかばきだとかそういうところのあ

り方について岩切委員から提案があったように、

やっぱり宮崎県の障がい者について、基本的に

どこを計画するということが優先じゃなくて、

障がいのある人たちの実態にどう迫っていくの

かがきちんとできていかないと。先ほど丸山委

員が言われたように、どこまで達成してどこを

どんなふうにしていきたいのかが明確にならな

いじゃないかという御指摘は、前から私たちも

見ていてそう思うんですよね。だから、その丁

寧さがないといけない。何度も申し上げて恐縮

だけれど、実態というのは、制度とかそれから

法律とかよりずっと前に進んでいるわけですよ。

だから、その実態をどう県がいっぱいきちんと

つかんだかどうかによって、施策というのは変

わってくるし、この計画も変わってくると思う

んですよね。だから、その丁寧さがちょっとこ

れ見る限りでは非常に欠けているなと思うわけ

です。

だから、例えば雇用のところとか就業のとこ

ろ、経済的自立の支援、これって障がいのある

人たちにとって、医療的ケアの人たちもそうだ

けれど、医療的ケアの人たちにとって医療的ケ

アがきちんとすることというのが自立の第一歩

であるように、やはりこれが可能になるにはど

うしたらいいのかという政策的な裏づけがない

と。だから雇用するほうの側の意見がきちんと

入っていないと、その計画は計画倒れに終わっ

てしまうのではないかと思うんですよね。だか

ら、この計画策定に向かって、そのあたりはど

う考えておられて、先ほど言われたように９月

にはある程度のことは私たちにも知らせていた

だけるといいなと思いますけれど、どうですか。

○矢野障がい福祉課長 ありがとうございます。

委員おっしゃるとおり、計画のための計画では

なくて、障がいのある方がこれからどのように

宮崎県で暮らしていかれるかというところにつ

いて、何が必要で何が足りなくて、どういった

ことを望んでおられるかをしっかり把握すると

ころから始めなければいけないと考えておりま

す。そのための一つがアンケート調査でござい

まして、現在、内容について検討中ではあるん

ですけれども、5,100人程度の方にアンケートを
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しようというふうに考えております。その中に

は身体障がい、知的障がい、精神障がい、重症

心身障がいの方、難病の方、発達障がいの方と

いうような形で幅広く御意見をいただけるよう

な形にしたいと思っております。そのアンケー

トの設問につきましても、どういったものが必

要とされていて何が足りないというようなこと

をきちんと把握できるような形にさせていただ

いた上で、それぞれの障がい者の団体の方です

とか、保護者の方ですとか、そういった方との

意見交換も丁寧に行いながら、計画の中身につ

いて検討してまいりたいと思っております。そ

の中で委員の皆様方の御意見をまた一つ一つお

伺いさせていただければと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。

○井上委員 だからアンケートも当事者の声だ

け拾えばいいということではないということな

のよ。市町村で実際に対応している人たちの声、

何が足りなくて、どうあったら市町村だって対

応がしやすいのかという声とかもきちんと入っ

てこないと。一番必要なのは具体性なのよ。そ

して困っている人のところにその具体的なあれ

が届くということが大事なので、そこがきちん

と議論されてアンケートもとらないと。

だから、よく聞くのは、お母さんたちのとこ

ろにぱっと投げて、そのお母さんたちが意見を

出して、そのアンケートを拾ってきてって。そ

れは本当の意味でのきちんとした実態なのかっ

て。だって、在宅で全然そのお母さんたちと接

触のない方もいらっしゃるわけよね。医療的ケ

アの人は特にそうだけれども、隠れたようにし

て暮らしておられるわけよ。そこに手が届くの

かと言われたら、届かないということ。だから、

本当の意味での実態把握はなかなか難しいとい

うことになってしまうのね。でも、少なくとも

できるだけ近づいていけば。だから、計画の中

で何が不十分だったから、どこをこんなふうに

していかないといけないということを、市町村

の人たちにもきちんとしていかないと。今回、

私、子育てのところを、議会で取り上げさせて

いただいたけれども、直でやっておられる市町

村の人たちが、本当に力を合わせてそういうの

を掘り起こしながら、手が届くように行政の力

を発揮できるようにしていく。そういうふうに

すると、本当の意味で計画倒れじゃなく実効性

のあるものになっていくし、具体性があるもの

になっていくと思うんですよね。だから、私た

ちの想像以上の数の発達障がいの方たちがい

らっしゃるということを考えれば、どうしてい

くのかについてももっときめ細かでないと。ざっ

くりざっくりでいくと、せっかくお金を使った

としても、政策的な具体的な効果、実効性が、

全然問われないということになっていくので。

ただ計画をつくればいいということであれば別

だけれども、やっぱりそれは具体策とか実効性

につながっていくようにしていかないと、それ

と市町村もやりやすくしていかないと、計画が

あっても本当に届かないわけですよ。だから、

計画をつくるのに力を入れていてほかのことを

しないということは、やっぱりあってはいけな

いのではないかなと思うので、ちょっとお願い

したいなと。やっぱり実態を掘り起こす。ある

ものはあるものとして前に出すということを

ちょっと丁寧にやっていただくといいなと思っ

ています。それはどうなんだろうか。

○矢野障がい福祉課長 委員おっしゃるとおり、

アンケートだけでは掘り起こせない部分という

のを、実際に障がいのある方で、地域で暮らし

ていらっしゃる方の身近におられる市町村の方

ですとか、そちらの相談支援事業所などで直接
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支援をされている方の声を聞くことによりまし

て、それを計画にどう生かしていくかというこ

とについて、再度、私どもの中でも協議をしな

がら丁寧に支援ができるような実効性のある計

画に結びつけられるように検討をしてまいりた

いと思います。

○川野福祉保健部長 ありがとうございます。

福祉保健部はとにかく計画がめちゃくちゃ多い

んですね。今回これだけ出していますけれど、

毎年たくさんの計画があります。

ただ、委員おっしゃるとおり、計画をつくる

ことは目的じゃないんですね。計画をつくるこ

とを目的にするのではなくて、計画をつくるた

めの実態をきちっと把握して、そして委員から

言われましたように、今やっているものの検証

が必要だと思います。今回、その部分はまだ御

説明していないところなんですが、今までの取

り組みをきちっと検証して、そしていろんなと

ころのニーズをきちっとできるだけ実態に近い

形で努力しながら把握して、それで課題を洗い

出して、それをどうしていくかというのを明確

にしていくのが計画かなと思いますので。計画

をつくることを目的にするのではなくて、私た

ちの施策をどう進めていくかを考えていく中で

の計画策定ということで頑張っていきたいと思

います。

今後のスケジュールの中で７月から９月に各

計画、アンケート等々いろいろ素案をまとめて

いくことになっておりますが、どこかのタイミ

ングで常任委員会でも、アンケートのやり方や

実態把握のやり方と、そして今までの計画の検

証についてはきちっと御説明させていただいて、

私たちもきちっと検証して、次の新しい計画策

定に臨みたいと考えております。計画がたくさ

んありますから、全てに共通しているんですけ

れど、全部そういった形でやらせていただきた

いと考えます。よろしくお願いします。

○太田委員長 ほかにありませんか。

○丸山委員 手話言語等条例についてお伺いし

たいんですが、もう既に市町村で小林と、あと

どこかが制定されている。特に市町村との意見

交換をやっていくと書いてあるんですが、もう

ちょっと県としてやってほしいというのはしっ

かり吸い上げていただきたいと思っているんで

す。実際、他県でもつくっている事例があるん

ですけれど、つくったけれども何が変わったの

というのがあったりするような気がするもんで

すから、宮崎はどこをどうやって変えていくん

だという意気込みがもしあればお伺いしたいな

と思っております。

○矢野障がい福祉課長 今、委員おっしゃった

とおり県内でも日向市、小林市、えびの市の３

市で既に手話言語条例を持っております。全国

では179の自治体で手話言語条例を持っていると

ころでございます。

その中で本県といたしましては、28年に策定

いたしました差別解消条例、障がいのある人も

ない人も共に暮らしやすい宮崎県づくり条例の

中で、言語に手話を含むということはもちろん

なんですが、全ての障がい者の方の意思疎通の

ための手段ですとか、情報の取得・利用のため

の手段に選択の機会を持ちたいということを書

いております。ですので、手話言語等条例とい

たしましたのは、手話は中心としまして、その

ほかの視覚障がいの方のための点訳・音訳です

とか、そういったものにつきましても含めたよ

うな条例にしたいというふうに考えているとこ

ろでございます。

○丸山委員 ぜひ条例をつくって、いろんな形

で発展していくことも踏まえて、うまくそれを
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生かして。いろいろ障害者団体のほうからもも

う少ししっかり対応してほしいという声も聞い

ておりますので、今回条例をつくるだけではな

くて、予算が獲得できるような条例にしっかり

していただきたいと思っております。

○井上委員 国民文化祭、そして全国障害者芸

術・文化祭のことで１つだけお願いしたいんで

すが、これはやっぱり国がやる関係もあって、

結構な予算が使われるということは大体想定が

つくわけですけれど、できたらいろんなところ

で宮崎県内の業者さんをぜひ十分に使いこなし

ていただきたい。使いこなしていただきたいと

いう言い方があれなんですけれど、できるだけ

宮崎県内の業者の方の目をここに向けさせる。

せっかく予算が大きく動くわけだから、全部東

京から連れてこられた人にがんがんやられると

全然楽しみがないので、宮崎県内の業者さんを

使っていただけるような、そしてそれを重視し

ていくように実行委員会の中でそういう議論と

かもやっていただいて、十分に宮崎らしさが生

かされるようにしていただきたい。それをぜひ

お願いしたいんですけれど。

○矢野障がい福祉課長 国民文化祭、全国障害

者芸術・文化祭の宮崎開催というのは、本当に

宮崎県にとりましては大きなチャンスだと思っ

ております。私どもの立場では、障がい者の芸

術・文化への造詣を深めるとともに、皆さん一

般の方に障がいへの理解を深めていただく機会

となることを大きな目的の一つとしております。

それは運営に携わっていただく各業者の方も含

めたいろんな方がこの機会に障がいについての

理解も深めていただくということも考えれば、

委員おっしゃるとおり、県内の業者さんに多く

携わっていただくというのも、一つの障がい理

解の方向からも成果になるのではないかなと

思っております。

一緒にやっておりますみやざき文化振興課と

も話をしながら、そういった方向にできるだけ

できますように検討していきたいと思っており

ます。

○井上委員 この「いざ神話の源流へ」という

大会ロゴマークが、うちの記紀編さん1300年と

ずっとつながっているようなそういう思いが物

すごく伝わってきて、これは本当にうれしいな

と思うんですよ。だから、今まで宮崎が記紀編

さん1300年で取り組んできたこととかが、しっ

かりとこの中でも開花していくような状況をつ

くり上げていただくといいな。

私がこの大会ロゴマークをコピーしたやつを

見せたら、多くの方が喜んで、マークさんのあ

れやらが出るのみたいな話がいっぱい出て、神

話を今でも語り続けていくあれをやっているの

で、そういうところの人たちがつながってくる

のみたいな話をされるので、そこをぜひうちで

つくり上げたものを大切につなげていくという

ことを、意識してやっていただけるとうれしい

なと思いますので、ぜひよろしくお願いしてお

きたいと思います。

○太田委員長 よろしいでしょうか。

では、その他で何かありましたら。

○岩切委員 きょうの報告、議案に関係ない話

で申しわけないんですが、香川県から東京都に

転出した児童が、今般、虐待死という状況になっ

て、その子が文字を書けるということで手紙を

残した。このことでとてもセンセーショナルに

報道されておりまして、それは虐待を防止して

いくという機運の盛り上がりの一つになってい

ると思うんですが。

それぞれの県などがこの検証をしていくとい

う話を聞いているんですけれども、宮崎県も過
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去に検証を行わざるを得なかった場面がありま

したが、これまで検証事例が何例あったかとい

うことと、それは今般の事件等に照らし合わせ

て、さらに検証し直す部分はないか。そのあた

りについて、こども家庭課さんのほうで何かお

考えがあったら、また局長でもお考えがあった

らお聞かせいただきたいなと思っているんです

が。

○橋本こども家庭課長 児童虐待によりまして

死亡に至ったケースでございますけれども、平

成21年度以降の件数が５件ございます。５件に

ついて検証委員会で検証を行っているところで

ございます。21年度のケースは、生後２カ月の

乳児を父親が暴行して死亡に至らせたというも

の、それから11カ月の女児を母親が暴行で死に

至らしめたというもの、それから……。

○岩切委員 ５件あったということでわかりま

した。それで今般の事件は、香川県から東京都

への伝達の問題ということに集約されていると

ころもありますが、宮崎県も虐待をしてしまう

親御さんが都会に流れるということで、情報を

そちらに回す機会は多いんですけれども、まれ

に都会でそういう状況にあって宮崎に来られる

ケースもあります。そのあたりをさらに情報伝

達を強化していく事例としてこれを見ないとい

けないなと思うんですけれど、何かその辺の議

論なりがあっているかどうかはどうでしょうか。

○橋本こども家庭課長 県外の児童相談所から

ケースを引き継いだり、あるいは他県に引き継

いだりということでございますが、まず、件数

といたしまして、平成29年度ですけれども、県

外の児童相談所から県内の児童相談所にケース

移管を受けた件数が９件ございました。

一方で、県内の児童相談所から県外にケース

移管したケースは６件でございます。28年度を

見ますと、県外から受けたものが11件、県外へ

が８件ということですので、大体同じような数

字でケース移管が行われているところでござい

ます。

今回の事件を踏まえまして、各児童相談所に

対して、現在、県外から移管を受けているケー

スについて、しっかりその後の対応がなされて

いるか確認しましたところ、いずれのケースに

ついてもしっかりフォローを行っていることを

確認したところでございます。

児童相談所間のケース移管につきましては、

国のほうで児童相談所運営指針というのを定め

ていまして、こういうふうにやりなさいという

ことで、そのとおりにやれば間違いなくケース

移管が行われるはずのものであったところであ

ります。

今回のケースの報道を聞きますと、なぜこん

なふうになったのかなというのがよくわからな

い部分がございます。国が示した児童相談所運

営指針あるいは全国児童相談所の間で申し合わ

せを行っておりますので、それに基づいてしっ

かりとした手続を行う必要があるということで、

現在のところ、各児童相談所においては、この

手続に従って適切に行っているところは、今回

改めて確認をしたところでございます。

○岩切委員 移管を受けたものについて十分

フォローができていると今発言がございました。

本当にありがとうございます。

逆に、香川県にとってみれば寝耳に水という

か、突然自分たちがひどいと言われることになっ

たわけなんですが。要は都会に移管した状況で、

その後どうですかというのをこれは聞かざるを

得ないんでしょうか。よそに送った以上は、よ

その県なり都なりの府なりの頑張り次第なんで

すけれど、結果的に府なり都なり大都市部で十
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分なフォローができていない結果、事件になる

と、もとの県としての宮崎が十分だったのかと

いうような話になっている、今香川の実態があ

ると思うんですけれども。来た分は十分フォロ

ーされているというお話でしたけれど、送り出

した分はどうでしょう。

○橋本こども家庭課長 先ほども申し上げまし

た国が定めた児童相談所運営指針の中にケース

移管、情報提供についてはこのようにやりなさ

いというところが書いてございます。

ケース移管に当たりましては、まずは速やか

に移管先の児童相談所と事前協議をすることと

いうのがございます。転居が確認されてから１

カ月以内に移管をしなさいと。そして移管後は、

少なくとも１カ月間は、移管先と移管元が連絡

をとりながら援助方針を継続するというふうに

定められておりますので、この手続に従ってやっ

ていければ、今回のケースはなかったのかなと

思うところでございます。

○岩切委員 ありがとうございました。

○井上委員 登下校のときに、登校中よりも下

校のほうなんだろうと思うんですけれど、子供

たちがそのままどこかに連れ去られたりという

ような事件がすごく多かったりして。それで市

内の小学校のところをちょっと回ってみると、

お迎えに来ている保護者の方たちが結構多くて、

やっぱり相当意識しておられるんだなと。どこ

でそういう事件が起きてもおかしくないと保護

者の人たちは思っていらっしゃるんだなという

ふうに思ったんですが。

一方で、そういう事件をふだんから聞いてい

る子供たちのそういう保健関係のところですよ

ね、健康とかそういう意識とか。そういうとこ

ろについてはやっぱり全て学校任せなんですか

ね。そこはちょっとお聞きしたいところなんで

すけれど。学校、教育委員会だけですかね。答

えるところがない。

○太田委員長 保健関係と言われたのはどうい

う意味ですか。

○井上委員 メンタルな部分。私、今回、取り

上げたのもあったけれど、教育委員会だけで何

もかも解消しようとすると限界があるというこ

とを言ったわけです。それで福祉保健部が持っ

ているいろんな機関を利用したりしながら、学

校にそこを入れていく努力をしてほしいという

ことを申し上げたんだけれども。具体的にそう

いうことって、今どこも答えられるところがな

いわけだけれども、それをどういうふうに考え

られるているのかなと思って。子供たちの精神

状態、メンタルな部分とかですよ。学校の先生

が全部できるって、とても思えないんです。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） な

かなか私自身もお答えが十分にできないとまず

は感じております。その中で私が理解している

範囲では、基本的にはスクールカウンセラーの

方々が子供たちの心のケア等に対しては対応を

されておられると、まずは理解はしております。

今、委員御質問のとおり、それでは十分では

ないのではないかということに関しましては、

例えば学校保健委員会という組織がございます。

これは学校医ですとか薬剤師、歯科医師、保護

者、いろんな関係者も入って、学校全体の健康

づくりなどについて、年間の取り組み等につい

ての協議を行ったりするものでございます。私

自身、保健所長をしていた際に、全ては当然行

けませんけれども、幾つかの学校に関してはお

邪魔をして、感染症に対する対応をこうしたら

いいですよねというような個別事項に関しての

お話をさせていただいたりはしております。そ

ういった場での関係づくりの中で、子供たちの
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メンタルケアに関しても何らかの支援を行って

いくですとか、当然、小中学校であれば市町村

の対応となりますので、市町村にいる保健師な

どが、学校、市町村の教育委員会と連携を図っ

て子供たちのメンタルケアを行っていくという

ことは十分考えられるとは思っております。そ

れが実際、具体的にどのように行われているか

というところは、ちょっと承知しておりません

ので、またそのあたりはどこかの市町村等に尋

ねてみたいと思います。ありがとうございまし

た。

○日高副委員長 私もこれ言っとかないといか

んと思ったんですけれど。それこそさっきの５

歳の結愛ちゃんですね、虐待の事件があったと

いう。これで国も総理が中心となって緊急対策

の指示を閣僚会議でしたということで、児相間

の連携とか、児相の体制強化だとか、いろいろ

そういった部分で必要性に応じてやっていく。

その後に官房長官のほうが、地方交付税措置を

講じて人員をふやしていかないと厳しいという

ことで、それを早急にやっていくと記者会見で

述べているんです。都城児相にも行ったんです

が、民間のそういった子供の養護施設と連携を

しなさいとか、解決方法は何かないかとかいろ

いろな質問をしたけれど、あの人数で本当に実

際やれるのか。現実にその親の対応をするわけ

ですから、物すごく恐怖感もあったりする。そ

こにマンパワーを求めるということ自体が、逆

に問題かなと。例えば１人何件宛てがわれてい

るのかなと思うんです。だから、相当な労力が

ここにまずのしかかってきて、それに対応し切

れない状況というのが。相談件数もいろんな中

で毎年ふえてきているわけです。そこの人員を

しっかりとふやしていく。これもお金の問題で

すから、やはりこれについては国に物を言って

もらいたいなと思うんです。これについては、

１カ月で取りまとめろという話ですよ。その辺

はやっぱり注視してほしいんです。

○川野福祉保健部長 本会議のほうでも御質問

いただきました児相の体制の問題ですが、本当

に複雑で非常に多様化しているこの児童問題の

中で、そういった体制で児相が頑張っていただ

いている。本当に一人一人の負担も大きいし、

求められる資質向上も大きくなってきていると

いう中で、やはり国の中でそういった今議論も

始まっているということでございますので、体

制強化にはやはり予算が伴うことでありますか

ら、このタイミングで国への要望、声出しを積

極的にやっていくのも一つの手かなと思いまし

たので、頑張ってやっていきたいと思います。

○日高副委員長 お願いします。

○太田委員長 それでは、その他の質疑は終わ

りまして、次の請願の審査に移らせていただき

ます。

執行部から参考資料を提出していただいてお

りますので、書記に配付をさせます。

〔資料配付〕

○太田委員長 これは請願第22号「子どもの医

療費助成制度の拡充を求める請願」についてで

あります。

説明をお願いいたします。

○髙畑こども政策課長 こども政策課でござい

ます。

請願第22号に関しまして、今お手元に配付の

資料に基づきまして、本県の子育て支援乳幼児

医療費助成事業につきまして御説明いたします。

まず、１の目的・背景でございますが、この

事業は、子育て家庭の負担を軽減し、安心して

子供を産み、育てられる環境づくりを推進する

ため、小学校入学前の乳幼児に対しまして医療
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費の一部を助成するものでございます。

２の助成対象及び自己負担でありますが、自

己負担額は、入院の場合は、小学校入学前まで

が350円、通院の場合は、３歳未満までが350円、

３歳から小学校入学前までを800円としておりま

して、この負担額を超える医療費につきまして

助成を行っております。

また、所得制限につきましては、３歳以上の

通院について設定をしております。

なお、米印にございますように、自己負担額

は１診療報酬明細書、いわゆるレセプト当たり

の額となっております。

３の給付方法ですが、現物給付の方法をとっ

ております。これは患者さんは窓口で自己負担

額のみをお支払いいただきまして、残りの請求

額につきましては、医療機関が市町村に請求を

行う仕組みとなっております。

４の実施主体ですけれども、市町村となって

おりまして、県が２分の１を補助しております。

資料の下に参考としまして、事業のイメージ

図をお示ししております。この図でいきますと、

例えば３歳以上の就学前の患者さんが通院をし

まして、医療機関の窓口で本来の請求額が2,000

円となる場合、図の一番下の左側、網掛け部分

の自己負担額800円を患者さんが支払っていただ

きまして、残りの1,200円につきましては、医療

機関が市町村に請求することとなりますけれど

も、この1,200円の部分につきまして、県と市町

村が２分の１ずつ、それぞれ600円を負担すると

いうのがこの事業の仕組みでございます。

説明は以上でございます。

○太田委員長 それでは、委員のほうから、こ

の制度のことで何か質疑がありましたらお願い

いたします。

○岩切委員 昨年度の全体の予算、かかった経

費を教えてください。

○髙畑こども政策課長 28年度が約９億500万

円、29年度が８億6,000万円ほどでございます。

県の予算ということでございます。

○岩切委員 ありがとうございました。

○太田委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、質疑はないようです

ので、以上をもって福祉保健部を終了いたしま

す。執行部の皆様、大変お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時38分休憩

午後２時51分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

採決についてですが、委員会日程の最終日に

行うことになっておりますので、21日に行いた

いと思います。再開時刻は午後１時からとした

いのですが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後２時51分散会
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午後０時58分再開

出席委員（７人）

委 員 長 太 田 清 海

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 岩 切 達 哉

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議事課主任主事 渡 邊 大 介

○太田委員長 委員会を再開いたします。

まず議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案につきまして、賛否も含め御意見をお伺

いしたいと思います。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 一括でいいですか。この議案に

ついて特別述べることもないですね。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、ほかにないようです

ので一括で採決を行います。議案第１号、第２

号、第５号、第８号及び第９号につきまして、

原案のとおり可決することに御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 異議なしと認めます。よって、

議案第１号外４件につきましては、原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

請願第22号についてでありますが、この請願

の取り扱いも含め、御意見をお願いいたします。

○丸山委員 継続でお願いします。

○太田委員長 ほかにはいいですか。

○岩切委員 採決を求めたいと思っております。

○太田委員長 暫時休憩をいたします。

午後１時０分休憩

午後１時１分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

継続という意見がありましたので、それでは

お諮りいたします。請願第22号を継続審査とす

ることに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○太田委員長 挙手多数。よって、請願第22号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について御意見を伺

いたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時２分休憩

午後１時16分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、ただいまの御意

見を参考にしながら、正副委員長に御一任いた

だくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。福祉保健行政の推進及び県立病院事業

に関する調査につきましては、閉会中の継続調
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査といたしたいと思いますが、御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩をいたします。

午後１時17分休憩

午後１時19分再開

○太田委員長 委員会を再開いたします。

７月19日の閉会中の委員会につきましては、

先ほど話したとおりの内容で開催することに御

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○太田委員長 それでは、以上で委員会を終了

いたします。

午後１時19分閉会
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